
入 札 公 告 
 

 このたび、下記の通り一般競争入札を執行しますので公告します。 
 
１ 競争入札に付する事項 
 (1) 件名及び数量  事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 一式 
  (2) 調達案件の特質等  借入物品の性能等に関し本学が仕様書で指定する特質等を有すること。 
 (3) 借入期間  令和２年１月１日（水）から令和４年６月30日（木） 

  (4) 借入場所  国立大学法人小樽商科大学（詳細は仕様書のとおり） 
  (5) 入札方法 
    入札金額は、１ヶ月当たりの単価を記載すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に

記載された金額に当該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の

端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入

札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積も

った契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争参加資格 
 (1) 本学契約事務取扱規則第３条及び第４条の規定に該当しない者であること。 
 (2) 国の競争参加資格（全省庁統一資格）において、平成３１年度に北海道地域の「役務の提供等」

のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされている者であること。 
  (3) 本公告に示した物品を、第三者をして貸付けようとする者にあっては、当該物品を自ら貸付け

できる能力を有するとともに、第三者をして貸付けできる能力を有することを証明した者、借入

物品に係る迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されていることを証明した者で

あること。 
  (4) 本学から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 
３ 入札書の提出場所等 
 (1) 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書を交付する場所及び問い合わせ先 
    〒047-8501 小樽市緑３丁目５番21号 本学会計課契約係  TEL 0134-27-5220 
 (2) 入札説明書の交付方法   

    本公告の日から上記３の(1) の交付場所で交付する。 

    なお、本学ホームページにおいても、ダウンロードできるものとする。 

     （https://www.otaru-uc.ac.jp/summary/ctjh/） 

  (3) 入札書の受領期限   令和元年８月26日（月）17時00分 
 (4) 開札の日時及び場所   令和元年９月９日（月）10時00分 
              本学事務棟２階第二会議室 

４ その他 
 (1) 入札保証金及び契約保証金 

免除する。ただし、落札者が契約を結ばない場合には、落札価格の１００分の５に相当する

違約金を支払わなければならない。 

 (2) 入札者に要求される事項 
    この一般競争に参加を希望する者は、封印した入札書に入札説明書に示した競争参加資格の

確認のための書類及び物品を納入できることを証明する書類を添付して、入札書の受領期限ま

でに提出しなければならない。 
 (3) 入札の無効 
    本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行し

なかった者の提出した入札書、その他入札説明書による。 
  (4) 契約書作成の要否  契約締結に当たっては、契約書を作成するものとする。 
  (5) 落札者の決定方法 
    本公告に示した物品を納入できると本学が判断した入札者であって、本学契約事務取扱規則

第１３条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有

効な入札を行った入札者を落札者とする。 
  (6) その他  詳細は、入札説明書による。 
 
  令和元年７月26日 
 
                         国立大学法人小樽商科大学 
                         契約担当役 事務局長 小嶋 稔 



  

  

 
入 札 説 明 書 

 
国立大学法人小樽商科大学（以下「本学」という。）の調達契約に係る入札公告（令和元年

７月 26 日付け）に基づく入札等については、本学契約事務取扱規則及び入札公告に定めるもの
のほか、この入札説明書によるものとする。 

 
  １ 調達内容 
   (１) 借入物品名及び数量 事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 一式 

(２) 借入物品の特質等 
     借入物品の性能等に関し、本学が仕様書で指定する特質等を有すること。 

   (３) 借入期間 令和２年１月１日（水）から令和４年６月 30 日（木） 
   (４) 納入場所 国立大学法人小樽商科大学（詳細は仕様書のとおり） 
   (５) 納入方法  

納入については大学の業務に支障の無いよう配慮し、担当者と協議の上計画的
に行い、また、大学の施設に損傷を与えないよう十分な注意をするとともに、供
給者が必ず立ち会うこと。 

   (６) 入札方法 
      入札金額は、１ヶ月当たりの単価を記載すること。なお、落札決定に当たっては、

入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の 100
に相当する金額を入札書に記載すること。 

   (７) 入札保証金及び契約保証金 免除する。ただし、落札者が契約を結ばない場合に
は、落札価格の 100 分の５に相当する違約金を支払うものとする。 

 
  ２ 競争参加資格 

(１) 本学契約事務取扱規則第３条の規定により「当該契約を締結する能力を有しない 
者及び破産者で復権を得ない者」に該当しない者であること。 

(２) 本学契約事務取扱規則第４条の規定により、次の各号の一に該当する事実があっ
た後、２年を経過した者であること。 

  ① 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若し
くは数量に関して不正の行為をした者 

  ② 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を得
るため連合した者 

  ③ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 
  ④ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 
  ⑤ 正当な理由なくして契約を履行しなかった者 
  ⑥ 前各号の一に該当する事実があった後、２年を経過しない者を契約の履行に当

たり、代理人、支配人、その他の使用人として使用した者 
   (３) 国の競争参加資格(全省庁統一資格)において、平成 31 年度に北海道地域の｢役務

の提供等｣のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされている者であること。 
(４)  本公告に示した物品を、第三者をして貸付けようとする者にあっては、当該物品

を自ら貸付けできる能力を有するとともに、第三者をして貸付けできる能力を有す
ることを証明した者、借入物品に係る迅速なアフターサービス・メンテナンスの体
制が整備されていることを証明した者であること。 

(５) 本学から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 
  

 ３ 入札書の提出場所等 
   (１) 契約条項を示す場所及び問い合わせ先 
      本学会計課契約係 ℡ 0134-27-5220 
   (２) 入札書受領期限 
      令和元年８月 26 日（月）17 時 00 分 

 (３) 入札書の提出方法 
     ① 入札に参加する者は、別冊の仕様書、契約書（案）及び国立大学法人小樽商科



  

  

大学役務提供契約基準を熟読しておくものとする。 
     ② 競争加入者等は次の各号に掲げる事項を記載した入札書を作成し、直接に提出

する場合は封書に入れ封印し、かつ、その封皮に氏名（法人の場合はその名称又
は商号）及び「令和元年９月９日開札［事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 
一式］の入札書在中」と朱書きしなければならない。 

      (ア) 入札件名 
      (イ) 入札金額 
      (ウ) 競争加入者本人の住所、氏名 (法人の場合は、その名称又は商号及び代表 
               者の氏名)及び押印(外国人の署名を含む。以下同じ。)。 
      (エ) 代理人が入札する場合は、競争加入者本人の住所、氏名 (法人の場合は、 
               その名称又は商号及び代表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該 
               代理人の氏名及び押印。 

 ③ 郵便（書留郵便に限る。）又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平
成 14 年法律第 99 号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第
９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便（書留郵便
に準ずるものに限る。）により提出する場合は、二重封筒とし、表封筒に「令和
元年９月９日開札[事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 一式］の入札書在中」
と朱書し中封筒の封皮には直接に提出する場合と同様に氏名等を朱書し、上記３
の(１)宛に入札書の受領期限までに送付しなければならない。なお、テレックス、
電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めない。 

     ④ 競争加入者等は、入札書の記載事項を訂正する場合は、当該訂正部分について 
           押印をしておかなければならない。 
     ⑤ 競争加入者等は、その提出した入札書の引換え、変更又は取り消しをすること
      ができない。  
   (４) 入札の無効 
     入札書で次の各号の一に該当するものは、これを無効とする。 
     ① 入札公告及び入札説明書に示した競争参加資格のない者の提出したもの。 
     ② 物品名及び入札金額のないもの。 
     ③ 競争加入者本人の氏名 (法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名） 
           及び押印のない又は判然としないもの。 

④  代理人が入札する場合は、競争加入者本人の氏名 (法人の場合は、その名称又 
は商号及び代表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及 
び押印のない又は判然としないもの (記載のない又は判然としない事項が、競争 

  加入者本人の氏名 (法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）又は代 
  理人であることの表示である場合には、正当な代理であることが代理委任状その 
  他で確認されたものを除く。） 

     ⑤ 物品名に重大な誤りのあるもの。 
     ⑥ 入札金額の記載が不明確なもの。 
     ⑦ 入札金額の記載を訂正したものでその訂正について印の押してないもの。 
     ⑧ 入札公告及び入札説明書において示した入札書の受領期限までに提出されなか 

ったもの。 
     ⑨ 入札公告及び入札説明書に示した競争加入者等に要求される事項を履行しなか

った者の提出したもの。 

     ⑩ 独占禁止法に違反し、価格又はその他の点に関し、公正な競争を不法に阻害し

たと認められる者の提出したもの（この場合にあたっては、当該入札書を提出し

た者の名前を公表するものとする。） 

     ⑪ その他入札に関する条件に違反したもの 

   (５) 開札の日時及び場所 
     令和元年９月９日（月）10 時 00 分 

       本学事務棟２階第二会議室 

   (６) 開札 
     ① 開札は、競争加入者等を立ち会わせて行う。ただし、競争加入者等が立ち会わ

ない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 
     ② 開札場には、競争加入者等並びに入札事務に関係のある職員（以下「入札関係

職員」という。）及び上記①の立会職員以外の者は入場することはできない。 



  

  

③  競争加入者等は、開札時刻後においては、開札場に入場することはできない。 
④  競争加入者等は開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに応じ、

身分証明書を提示しなければならない。 
     ⑤ 競争加入者等は、契約担当役が特に止むを得ない事情があると認める場合以外

は、開札場を退場することはできない。 
     ⑥ 開札場において、次の各号の一に該当する者は当該開札場から退去させる。 
      （ア）公正な競争の執行を妨げ又は妨げようとした者 
      （イ）公正な価格を害し又は不正の利益を得るために連合をした者 

     ⑦ 開札をした場合において、競争加入者等の入札のうち、予定価格の制限に達し

た価格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行う。 

     ⑧ 競争加入者等は、開札に立ち会えない場合、開札不参加届を開札日時までに上

記３の（１）に提出するものとする。 

 
  ４ その他 
   (１) 競争加入者等に要求される事項 
     ① この一般競争に参加を希望する者は、封印した入札書に別記１に掲げる競争参

加資格の確認のための書類及び納入できることを証明する書類（以下「競争参加
資格の確認のための書類」という。）を添付して、上記３の(２)の入札書の受領
期限までに提出しなければならない。 

     ② 競争加入者等は、開札日の前日までの間において、契約担当役から競争参加資
格の確認のための書類、その他入札公告及び入札説明書において求められた条件
に関し、説明を求められた場合には、競争加入者等の負担において説明をしなけ
ればならない。 

     ③ 競争加入者等又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用については、す
べて当該競争加入者等又は契約の相手方が負担するものとする。 

   (２) 競争参加資格の確認のための書類 
     ① 競争参加資格の確認のための書類は、別記１により作成する。 
     ② 資料等の作成に要する費用は、競争加入者等の負担とする。 
     ③ 契約担当役は、提出された書類を競争参加資格の確認並びに入札公告及び入札

説明書に示した物品の技術審査以外に、競争加入者等に無断で使用することはな
い。 

     ④ 一旦受領した書類は返却しない。 
     ⑤ 一旦受領した書類の差し替え及び再提出は認めない。 
     ⑥ 競争加入者等が自己に有利な評価を受けることを目的として虚偽又は不正の記 
           載をしたと判断される場合には、入札公告及び入札説明書に示した物品の技術審
      査の対象としない。 
   (３) 落札者の決定方法 
     ① 入札は、予定価格の制限の範囲内で最低の価格の有効入札をした者を落札者と

する。ただし、当該入札が本学契約事務取扱規則第 18 条第１項のただし書の規定
に該当すると認められるときは、その定めるところにより予定価格の制限の範囲
内で次順位者を落札者とすることができる。 

     ② 落札者となるべき者が二人以上あるときは、直ちに当該競争加入者等にくじを 
           引かせ、落札者を決定するものとする。また、競争加入者等のうち出席しない者 
           又はくじを引かない者があるときは、入札執行事務に関係のない職員に、くじを
      引かせ落札者を決定するものとする。 
     ③ 落札者が、指定の期日までに契約書の取り交わしをしないときは、落札の決定 
           を取り消すものとする。 
   (４) 契約書の作成 
     ① 競争入札を執行し契約の相手方が決定したときは、契約書の取り交わしをする

ものとする。 
     ② 契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、 
           その者が契約書の案に記名押印し、さらに契約担当役が当該契約書の案の送付を
      受けて、これに記名押印するものとする。 
     ③ 上記②の場合において、契約担当役が記名押印したときは、当該契約書の１通

を契約の相手方に送付するものとする。 



  

  

     ④ 契約担当役が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確
定しないものとする。 

   (５) 支払条件 
借入物品代金の支払いは１ヶ月毎とし、適正な請求書を受理した日の翌月末日

までに支払うものとする。 
   (６) 調達件名の検査等 
     ① 落札者が入札書とともに提出した納入できることを証明する書類の内容は、仕 
           様書と同様にすべて納入検査等の対象とする。 
     ② 納入検査終了後、当該物品を使用している期間中において、落札者が提出した

納入できることを証明する書類について虚偽の記載があることが判明した場合に
は、落札者に対して損害賠償等を求める場合がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



  

  

別記 １ 

 

競争参加資格の確認のための書類及び納入できることを証明する書類 

 

 １  競争参加資格の確認のための書類 

１ 平成 31 年度の資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し １部 

２ 

借入物品を、第三者をして貸付けしようとする者にあっては、当該物品を自ら

貸付けできる能力を有するとともに、第三者をして貸付できる能力を有するこ

とを証明する書類 

１部 

３ 
入札物品に係る迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されてい

ることを証明する書類 
１部 

４ 
入札説明書の２の競争参加資格（１）、（２）及び（５）に該当しない者であ

ることを誓約した書類 
１部 

 

 ２  納入できることを証明する書類 

１ 

借入物品の技術仕様書 

３部  
技術仕様書は別冊の仕様書に示す技術的要件の項目に応じて入札物品の
性能等を数値又は具体的な表現で記載すること。 

２ 

借入物品のカタログ 

３部  
技術仕様書で示した入札物品の性能等がカタログに記載されていない場
合は、製造者等が作成した当該性能等を証明する書類を提出すること。 

３ 借入物品の構成図及び構成内訳 ３部 

４ 

導入時の状態に復元する手段を示した手順書 

３部 
 

仕様書の「Ⅱ調達物件に備えるべき技術的要件（性能・機能以外の要

件）2-5」に示す手順書を提出すること。 

５ 借入物品の工程表（搬入、据付、接続、調整、動作確認） ３部 

６ 借入物品を納入できることを証明する書類（代理店証明書等） １部 

７ 

借入物品の定価証明書 

１部 
 

借入定価及び購入定価を各１部提出すること。なお、提案物品のうち、

輸入品が含まれる場合は、当該輸入品に係るインボイス、購入定価推移

証明書、関税率証明書及び輸入元業者の財務諸表を提出すること。 

８ 借入物品の納入実績表（本学以外の借入及び購入の納入実績とする） １部 

９ 借入開始日までに稼動できることを証明する書類 １部 

 



  

  

 ３ その他事前に提出する書類 

１ 入札書 １部 

２ 
借入物品の月額賃貸借料参考見積書 

ハードウェア、ソフトウェア、導入作業費用について個別に記載すること。 
１部 

３ 
借入物品の購入参照見積書 

ハードウェア、ソフトウェア、導入作業費用について個別に記載すること。 
１部 

４ 委任状（必要な場合のみ提出すること） １部 

５ 開札不参加届（開札当日に参加できない場合のみ提出すること） １部 

 

 ４ 開札時に持参するもの 

１ 委任状に使用した代理人（復代理人）の印鑑及び入札書の予備（再度入札用） １部 
 



（二者間契約による場合） 

 

賃 貸 借 契 約 書（案） 

 

 賃貸借物品名  事務用パーソナルコンピュータ 一式 

         （別紙内訳書のとおり） 

 

 賃 貸 借 料 金        月額          円（うち消費税額及び地方消費税額    ,   円） 

（消費税額は，消費税法第 28 条第１項及び第 29 条並びに地方税法第 72 条の 82

及び第 72 条の 83 の規定に基づき，賃貸借料金に 110 分の 10 を乗じて得た額

である。） 

 

 賃借人 国立大学法人小樽商科大学 契約担当役 事務局長 小嶋 稔（以下「賃借人」とい

う。）と賃貸人 （落 札 者）（以下「賃貸人」という。）との間において賃貸人所有の上記

の賃貸借物品（以下「物品」という。）に関して，次の条項によって賃貸借契約を結ぶものとす

る。 

 

第１条 賃借人は，物品を国立大学法人小樽商科大学事務棟及び札幌サテライトにおいて賃借す

るものとする。 

第２条 物品の賃貸借期間は，令和２年１月１日から令和４年６月 30 日までとする。 

第３条 物品の賃貸借料金は，上記の「賃貸借料金」欄に記載した額によるものとする。 

第４条 賃貸借料金の支払は毎月払とし，請求書は国立大学法人小樽商科大学会計課契約係に送

付するものとする。 

２ 賃貸借料金の支払時期は，当該月の物品の検査の完了を確認したもので，かつ，適正な請求

書の提出を受けたものについては，請求書を受けた日の属する月の翌月末までに支払うものと

する。 

３ 賃借人は，自己の責に帰すべき事由により賃貸借料金の支払いを遅延した場合，賃貸人に対

し当該月の賃貸借料金につき，遅延日数に応じ年５％の割合で計算した遅延利息を支払うもの

とする。 

第５条 物品の賃貸借料金は，賃貸借開始日から賃貸借終了日までについて，月毎に計算するも

のとする。 

２ 物品の変更その他の事由により，当該月の賃貸借期間に１か月未満の端数が生じたとき，又

は賃貸人の責に帰すべき事由により物品を使用できない期間があったときは，当該月の賃貸借

料金は次の算式により算出した額とし，算出した額に円未満の端数が生じたときは，これを切

り捨てるものとする。 

月額賃貸借料金×当該月の賃貸借日数  

＝ 当該月の賃貸借料金 

           当該月の暦日数 

第６条 賃貸人は，賃借人が物品を使用できる状態に搬入，据付，配線接続，設定，調整等を完

了し，賃借人が令和元年 12 月 27 日までに検査を完了するために必要かつ充分な期間を考慮し

た期日までに，物品を引き渡すものとする。 

なお，物品を引き渡す際は，物品引渡通知書を国立大学法人小樽商科大学会計課契約係に提

出するものとする。 

２ 賃借人は，前項の規定による通知を受けたときは，速やかに検査を完了するものとする。 

３ 賃貸人は，前項に規定する検査に合格しないときは，直ちにこれを引き取り，賃借人の指定



（二者間契約による場合） 

する期間内に改めて物品を引き渡し，検査を受けなければならないものとする。 

第７条 賃貸人の責に帰すべき事由により，賃貸借開始日の前日までに物品の引き渡しを完了す

ることができない場合は，賃借人は，賃貸人から損害金を徴収して賃貸借開始日を延長するこ

とができるものとする。 

２ 前項の損害金の額は，賃貸借開始日の前日までに引渡しを完了することができなかった物品

の月額賃貸借料金につき，遅延日数に応じ，年５％の割合で計算した額とする。  

第８条 賃貸人は，賃借人に対し，物品の賃貸借期間中，無償で物品の適切な操作方法を指導す

る等，賃借人の円滑な業務遂行を図れるよう協力するものとする。 

第９条 物品の所有権は賃貸人に属し，賃借人はそれらを善良なる管理者の注意義務をもって使

用，管理しなければならない。 

２ 賃借人は，物品が賃貸人の所有であることを示す表示等を毀損するなど，物品の現状を変更

するような行為をしてはならない。 

第 10 条 賃貸人は，賃借人に対し，本契約所定の条件に従って提供するソフトウェアの使用を許 

諾するものとする。ソフトウェアとは，プログラム及びその関連する資料をいう。 

２ 賃借人は，前項で許諾された使用権を第三者に譲渡し若しくはその再使用権を設定し，又は

ソフトウェア及びこれらの複製物を第三者に譲渡し若しくはその他の方法で使用させてはな

らないものとする。 

第 11 条 賃借人は，前条で使用許諾を得たソフトウェアをバックアップ以外の目的で，複製して

はならないものとする。 

２ 前項の規定は，賃貸人より引き渡しを受けたマニュアル等の関連資料で，複製禁止とされて

いるものにおいても同様とする。 

第 12 条 賃借人は，賃貸人から引き渡しを受けた物品及びこれらに内包され，又はこれらに関連

して，賃貸人から提供を受けた技術情報等は，賃貸人の所有に属する知的財産であることを認

め，その取り扱いに当たっては，慎重な注意をもって，秘密の保持に努めるものとする。 

２ 前項の規定は，この契約の終了後においても同様とする。 

第 13 条 賃借人は，賃貸人の事前の書面による承諾なしに第 10 条に規定するソフトウェアの全

部又は一部を改造し，又は他のソフトウェアに組み込んではならないものとする。 

第 14 条 賃貸人は，第 10 条に規定するソフトウェアの賃貸借期間中は，賃貸人の責務で，提供

するソフトウェアが正常に動作するようにするものとする。 

第 15 条 賃貸人は，第 10 条に規定するソフトウェアにプログラム上の欠陥があることが明らか

になったときは，無償で遅滞なくこれを修理し，又は欠陥のないソフトウェアと交換するもの

とする。ただし，賃借人の責に帰すべき事由により生じた欠陥である場合は，賃借人の費用負

担にて，賃貸人が修理又は交換を行うものとする。 

第 16 条 賃貸人は，物品が常に完全な機能を保つために，自己の負担において調整修理等（以下

「保守」という。）を行うものとする。 

２ 保守とは，障害発生防止のための定期保守及び突発障害に対して修復作業を行う不定期保守

をいう。 

３ 賃借人の責に帰すべき事由により物品の調整又は修理を行う場合の費用は，賃借人の負担と 

する。 

第 17 条 賃貸人は，賃貸人の帰すべき事由により物品の故障が長時間にわたり保守に日時を要し

て賃借人の業務に支障をきたす場合には，賃借人の求めにより，賃貸人の負担において，速や

かに同機能，同性能を有する物品を使用できるように対処するものとする。 

第 18 条 賃貸人は，賃借人の運用時間に対処できる保守支援体制を取るものとする。 

２ 賃貸人は，保守を行った際は，その都度賃借人に対し保守点検報告書を提出するものとする。 

第 19 条 賃借人は，物品に使用する消耗品については，賃貸人の指定する規格に合致したものを
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使用するものとする。 

２ 賃貸人は，賃借人が前項に定める消耗品以外の使用によって生じた物品の事故については，

その責を免れるものとする。 

第 20 条 賃貸借期間中において，やむを得ない事情により物品の一部撤去又は変更の必要が生じ

た場合は，事前に賃借人，賃貸人協議して対処するものとする。 

２ 賃借人の都合により，賃貸人が物品を移動したときは，賃貸人は賃借人に対し，移動に要し 

た費用を請求できるものとする。 

第 21 条 賃貸人は，自己の負担において，物品に動産総合保険を付保するものとする。 

第 22 条 賃貸人は，賃借人が故意若しくは重大な過失によって物品に損害を与えた場合は，その 

賠償を賃借人に請求することができるものとする。 

２ 前項の損害賠償については，賃借人，賃貸人協議して定めるものとする。この場合において，

動産総合保険で補填された額は，損害賠償額から控除するものとし，前項の規定にかかわらず，

賃貸人は，補填された損害賠償額について，賃借人に請求しないものとする。 

第 23 条 賃貸人は，この契約の履行にあたり賃借人から開示を受け又は知り得た個人情報（独

立行政法人等の保有する個人情報保護に関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条の定

めるところによる。以下「個人情報」という。）について，本条各項に従いこれを誠実に取

り扱うものとする。 

２ 賃貸人は個人情報の取り扱いに際して，賃借人の指示に従って，適法かつ社会通念上妥当

と求められる範囲内の方法で行うものとする。 

３ 賃貸人は，賃貸人の責任において本契約に関する個人情報の漏洩，滅失又は毀損の防止そ

の他個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じるものとし，また賃貸人は個人

情報をこの契約の履行以外の目的に利用してはならないものとする。 

４ 賃貸人は，個人情報を取り扱う業務を，第三者に再委託してはならないものとする。 

５ 賃貸人は，個人情報を賃借人の事前の承諾なしに，この契約の履行のために必要かつ最低

限の範囲を超えて複写・複製，又は編集して，二次的な個人情報のデータを作成してはなら

ない。 

６ 賃貸人は，この契約の履行に関する個人情報の取り扱いに関わる役員・従業員（以下「従

事者」という。）を必要最小限の範囲内とする。賃貸人は従事者にこの契約の内容を周知徹

底し，必要な教育を行うものとする。また賃貸人はその従事者の異動・退任後の行為にも責

を負うものとする。 

７ 賃借人は必要と認めた時，賃貸人の個人情報の取り扱いに関して監査を行うことができる

ものとする。この監査の結果に基づき，賃借人の指示がある場合，賃貸人はこれに従うもの

とする。 

８ 賃借人又は賃貸人が，個人情報の漏洩を知った場合，又はその恐れを生じた場合は，直ち

にその拡大を防止するための適切な措置を施し，速やかに相手方にその旨を通知して，取り

扱いを協議するものとする。 

９ 賃貸人が本条各項に定める条項に違反した場合には，賃借人は賃貸人に対して，本契約上

の義務の履行を催告して本契約を解除することができるものとする。なお，賃貸人又は賃貸

人の従事者が個人情報を故意又は過失により他人に漏洩する等賃貸人の契約違反が著しく重

大である場合には，賃借人は催告を行うことなく，直ちに本契約を解除することができるも

のとする。 

10 賃貸人が自己の責に帰すべき事由によって本契約に違反し，そのことによって賃借人又は

個人情報本人に損害が生じた場合，賃貸人はその損害を賠償するものとする。 

11 賃貸人は，この契約を履行した場合には，速やかに本契約に関する個人情報を賃借人に返

却するものとし，返却できない中間ファイル又は個人情報を印字した書類等がある場合には
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賃貸人の責任においてこれを完全に破棄又は消去し，賃貸人のもとには一切残存させないも

のとする。 

12 本契約終了後においても，賃貸人は，この契約の履行に関する個人情報が漏洩し又はその恐 

れが発生するなどの事態が生じた場合には，賃借人に適切な協力を行うものとし，賃貸人の行

為に関しては本条第 10 項の規定を準用するものとする。 

第 24 条 賃借人は，自己の都合により賃貸借期間終了日前にこの契約を解除しようとするとき

は，解除しようとする日の３か月前までに，書面によって賃貸人に通知するものとする。 

２ 賃借人は，前項によりこの契約を解除したときは，賃貸借期間に係る賃貸借料金の総額から 

支払済額を控除した残存賃貸借料金を賃貸人に支払うものとする。ただしこの場合において，

賃借人の負担に帰属しない未経過の賃貸借期間に係る利息等については，賃借人，賃貸人間に

おいて協議の上，残存賃貸借料金から控除するものとする。また，保守料金については解約月

をもって支払いを終了するものとし，残存賃貸借料金には含まないものとする。 

第 25 条 賃借人又は賃貸人は，相手方が正当な理由なしにこの契約条項に違反したときは，前条 

の規定にかかわらず相手方に書面をもって通知し，この契約を解除することができるものとす 

る。この場合において，賃借人又は賃貸人は相手方に対し損害賠償を請求できるものとし，そ

の額は賃借人，賃貸人協議して定めるものとする 

第 26 条 この契約が終了したときは，賃借人は，賃貸人に物品を速やかに返還しなければならな

い。この場合において，物品の撤去搬出に要する費用は賃貸人の負担とする。 

第 27 条 契約保証金については，その全部を免除するものとする。 

第 28 条 この契約において，賃貸人が履行すべき給付内容は，仕様書及び賃貸人が入札に際し提

出した物品の技術仕様書その他の書類で明記されたものとする。 

第 29 条 賃貸人は、この契約に関して、次の各号の一に該当するときは、契約期間全体の支払総

金額の１０分の１に相当する額を違約金として賃借人が指定する期日までに支払わなければな

らない。 

   一 賃貸人が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以

下「独占禁止法」という。）第３条又は第１９条の規定に違反し、又は賃貸人が構成員である

事業者団体が同法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が賃貸人又は賃貸

人が構成員である事業者団体に対して、同法第４９条に規定する排除措置命令又は同法第６２条第１

項に規定する納付命令が確定したとき。ただし、賃貸人が同法第１９条の規定に違反した場合であっ

て当該違反行為が同法第２条第９項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告

示第１５号）第６項に規定する不当廉売の場合など賃借人に金銭的損害が生じない行為として、

賃貸人がこれを証明し、その証明を賃借人が認めたときは、この限りでない。 

   二 公正取引委員会が、賃貸人に対して独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の規定に

よる課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

   三 賃貸人（賃貸人が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法（明治４０年法律

第４５号）第９６条の３又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定

による刑が確定したとき。 

２ 前項の規定は、賃借人に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、賃借人

がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

３ 賃貸人は、この契約に関して、第１項の各号の一に該当することとなった場合には、速やかに、

当該処分等に係る関係書類を賃借人に提出しなければならない。 

第 30 条 この契約に定めた各条項以外の必要な細目は，国立大学法人小樽商科大学役務提供契約

基準によるほか，検査の円滑な実施を図るため，賃貸人は賃借人の行う検査に協力すべきもの

とする。 

第 31 条 この契約について，賃借人，賃貸人間に紛争が生じたときは，双方誠意をもって協議の
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上，円満に解決するものとする。 

第 32 条 この契約に定めない事項についてこれを定める必要がある場合は，賃借人，賃貸人協議

して定めるものとする。 

第 33 条 本契約に関する訴えの管轄は，賃借人の所在地を管轄区域とする札幌地方裁判所小樽支

部とする。 

 

 上記契約の成立を証するため，この契約書を２通作成し，賃借人，賃貸人記名押印の上，双方

各１通を所持するものとする。 

 

  令和元年 月 日 

 

                 賃借人 小樽市緑３丁目５番２１号 

                    国立大学法人小樽商科大学 

                     契約担当役 事務局長 小 嶋  稔 

 

                 賃貸人  （ 落  札  者 ） 

                                        

                    



別紙

内　訳　書

項番 形　式　番　号 数量
提供月額

単価
合計金額
（税抜）

1 ○○○ 1 ○○○ ○○○

2 ○○○ 1 ○○○ ○○○

3 ○○○ 1 ○○○ ○○○

○○○

○○○

○○○

（株）○○○製　○○○○○○○

【パーソナルコンピュータ本体】

価格合計

消費税

税込合計

【ウィルス対策ソフト】

品　　　　　名

（株）○○○製　○○○○○○○

（株）○○○製　○○○○○○○

【液晶ディスプレイ】



（三者間契約による場合） 

 

賃 貸 借 契 約 書（案） 

 

 賃貸借物品名  事務用パーソナルコンピュータ 一式 

         （別紙内訳書のとおり） 

 

 賃 貸 借 料 金        月額       円（うち消費税額及び地方消費税額       円） 

（消費税額は、消費税法第 28 条第１項及び第 29 条並びに地方税法第 72 条の 82

及び第 72 条の 83 の規定に基づき、賃貸借料金に 110 分の 10 を乗じて得た額

である。） 

 

 

 賃借人 契約担当役 国立大学法人小樽商科大学 契約担当役 事務局長 小嶋 稔（以下

「甲」という。）と賃貸人 （落 札 者）（以下「乙」という。）との間において、（リ ー 

ス 会 社）（以下「丙」という。）所有の上記の賃貸借物品（以下「物品」という。）に関し

て、次の条項によって賃貸借契約を結ぶものとする。 

 

第１条 甲は、物品を国立大学法人小樽商科大学事務棟及び札幌サテライトにおいて賃借するも

のとする。 

２ 乙は、丙をして物品を甲に賃貸する。 

３ 乙は、丙が前項の賃貸を行わないときは、自らこれを行う。 

第２条 物品の賃貸借期間は、令和２年１月１日から令和４年６月 30 日までとする。 

第３条 物品の賃貸借料金は、上記の「賃貸借料金」欄に記載した額によるものとする。 

第４条 賃貸借料金の請求は丙が行う。 

２ 賃貸借料金の支払は毎月払とし、請求書は国立大学法人小樽商科大学会計課契約係に送付す

るものとする。 

３ 賃貸借料金の支払時期は、当該月の物品の検査の完了を確認したもので、かつ、適正な請求

書の提出を受けたものについては、請求書を受けた日の属する月の翌月末までに支払うものと

する。 

４ 甲は、自己の責に帰すべき事由により賃貸借料金の支払いを遅延した場合、丙に対し当該月

の賃貸借料金につき、遅延日数に応じ年５％の割合で計算した遅延利息を支払うものとする。 

第５条 物品の賃貸借料金は、賃貸借開始日から賃貸借終了日までについて、月毎に計算するも

のとする。 

２ 物品の変更その他の事由により、当該月の賃貸借期間に１か月未満の端数が生じたとき、又

は乙の責に帰すべき事由により物品を使用できない期間があったときは、当該月の賃貸借料金

は次の算式により算出した額とし、算出した額に円未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てるものとする。 

      月額賃貸借料金×当該月の賃貸借日数  

＝ 当該月の賃貸借料金 

           当該月の暦日数 

第６条 乙は、甲が物品を使用できる状態に搬入、据付、配線接続、設定、調整等を完了し、甲

が令和元年 12 月 27 日までに検査を完了するために必要かつ充分な期間を考慮した期日まで

に、物品を引き渡すものとする。 

  なお、物品を引き渡す際は、物品引渡通知書を国立大学法人小樽商科大学会計課契約係に



（三者間契約による場合） 

提出するものとする。 

２ 甲は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに検査を完了するものとする。 

３ 乙は、前項に規定する検査に合格しないときは、直ちにこれを引き取り、甲の指定する期間

内に改めて物品を引き渡し、検査を受けなければならないものとする。 

第７条 乙の責に帰すべき事由により、賃貸借開始日の前日までに物品の引き渡しを完了するこ

とができない場合は、甲は、乙から損害金を徴収して賃貸借開始日を延長することができるも

のとする。 

２ 前項の損害金の額は、賃貸借開始日の前日までに引き渡しを完了することができなかった物

品の月額賃貸借料金につき、遅延日数に応じ、年５％の割合で計算した額とする。  

第８条 乙は、甲に対し、物品の賃貸借期間中、乙の負担で物品の適切な操作方法を指導する等、

甲の円滑な業務遂行を図れるよう協力するものとする。 

第９条 物品の所有権は丙に属し、甲はそれらを善良なる管理者の注意義務をもって使用、管理

しなければならない。 

２ 甲は、物品が丙の所有であることを示す表示等を毀損するなど、物品の現状を変更するよう

な行為をしてはならない。 

第 10 条 乙及び丙は、甲に対し、本契約所定の条件に従って提供するソフトウェアの使用を許諾

するものとする。ソフトウェアとは、プログラム及びその関連する資料をいう。 

２ 甲は、前項で許諾された使用権を第三者に譲渡し若しくはその再使用権を設定し、又はソフ

トウェア及びこれらの複製物を第三者に譲渡し若しくはその他の方法で使用させてはならな

いものとする。 

第 11 条 甲は、前条で使用許諾を得たソフトウェアをバックアップ以外の目的で、複製してはな

らないものとする。 

２ 前項の規定は、乙より引き渡しを受けたマニュアル等の関連資料で、複製禁止とされている

ものにおいても同様とする。 

第 12 条 甲は、乙から引き渡しを受けた物品及びこれらに内包され、又はこれらに関連して、乙

から提供を受けた技術情報等は、乙の所有に属する知的財産であることを認め、その取り扱い

に当たっては、慎重な注意をもって、秘密の保持に努めるものとする。 

２ 前項の規定は、この契約の終了後においても同様とする。 

第 13 条 甲は、乙の事前の書面による承諾なしに第 10 条に規定するソフトウェアの全部又は一

部を改造し、又は他のソフトウェアに組み込んではならないものとする。 

第 14 条 乙は、第 10 条に規定するソフトウェアの賃貸借期間中は、乙の責務で、提供するソフ

トウェアが正常に動作するようにするものとする。 

第 15 条 乙は、第 10 条に規定するソフトウェアにプログラム上の欠陥があることが明らかにな

ったときは、乙の負担で遅滞なくこれを修理し、又は欠陥のないソフトウェアと交換するもの

とする。ただし、甲の責に帰すべき事由により生じた欠陥である場合は、甲の費用負担にて、

乙が修理又は交換を行うものとする。 

第 16 条 乙は、物品が完全な機能を保つために、自己の負担において仕様書に定める範囲内で調

整修理等（以下「保守」という。）を行うものとする。 

２ 保守とは、障害発生防止のための定期保守及び突発障害に対して修復作業を行う不定期保守

をいう。 

３ 甲の責に帰すべき事由により物品の調整又は修理を行う場合の費用は、甲の負担とする。 

第 17 条 乙は、乙の帰すべき事由により物品の故障が長時間にわたり保守に日時を要して甲の業

務に支障をきたす場合には、甲の求めにより、乙の負担において、速やかに業務を円滑に遂行

できる機能・性能を有する物品を使用できるように対処するものとする。 

第 18 条 乙は、甲の運用時間に対処できる保守支援体制を取るものとする。 



（三者間契約による場合） 

２ 乙は、保守を行った際は、その都度甲に対し保守点検報告書を提出するものとする。 

第 19 条 甲は、物品に使用する消耗品については、乙の指定する規格に合致したものを使用する

ものとする。 

２ 乙は、甲が前項に定める消耗品以外を使用することによって生じた物品の事故については、

その責を免れるものとする。 

第 20 条 賃貸借期間中において、やむを得ない事情により物品の一部撤去又は変更の必要が生じ

た場合は、事前に甲、乙及び丙が協議して対処するものとする。 

２ 甲の都合により、乙が物品を移動したときは、乙は甲に対し、移動に要した費用を請求でき 

るものとする。 

第 21 条 乙は、自己の負担において、物品に動産総合保険を付保するものとする。 

第 22 条 丙は、甲が故意若しくは重大な過失によって物品に損害を与えた場合は、その賠償を甲

に請求することができるものとする。 

２ 前項の損害賠償については、甲、乙及び丙が協議して定めるものとする。この場合において、

動産総合保険で補填された額は、損害賠償額から控除するものとし、前項の規定にかかわらず、

丙は、補填された損害賠償額について、甲に請求しないものとする。 

第 23 条 乙及び丙は、この契約の履行にあたり甲から開示を受け又は知り得た個人情報（独立

行政法人等の保有する個人情報保護に関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条の定め

るところによる。以下「個人情報」という。）について、本条各項に従いこれを誠実に取り

扱うものとする。 

２ 乙及び丙は個人情報の取り扱いに際して、甲の指示に従って、適法かつ社会通念上妥当と

求められる範囲内の方法で行うものとする。 

３ 乙及び丙は、自己の責任において本契約に関する個人情報の漏洩、滅失又は毀損の防止そ

の他個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じるものとし、また乙及び丙は個

人情報をこの契約の履行以外の目的に利用してはならないものとする。 

４ 乙及び丙は、個人情報を取り扱う業務を、第三者に再委託してはならないものとする。 

５ 乙及び丙は、個人情報を甲の事前の承諾なしに、この契約の履行のために必要かつ最低限

の範囲を超えて複写・複製、又は編集して、二次的な個人情報のデータを作成してはならな

い。 

６ 乙及び丙は、この契約の履行に関する個人情報の取り扱いに関わる役員・従業員（以下「従

事者」という。）を必要最小限の範囲内とする。乙及び丙は従事者にこの契約の内容を周知

徹底し、必要な教育を行うものとする。また乙及び丙はその従事者の異動・退任後の行為に

も責を負うものとする。 

７ 甲は必要と認めた時、乙及び丙の個人情報の取り扱いに関して監査を行うことができるも

のとする。この監査の結果に基づき、甲の指示がある場合、乙及び丙はこれに従うものとす

る。 

８ 甲、乙及び丙が、個人情報の漏洩を知った場合、又はその恐れを生じた場合は、直ちにそ

の拡大を防止するための適切な措置を施し、速やかに相手方にその旨を通知して、取り扱い

を協議するものとする。 

９ 乙及び丙が本条各項に定める条項に違反した場合には、甲は乙及び丙に対して、本契約上

の義務の履行を催告して本契約を解除することができるものとする。なお、乙及び丙又は乙

及び丙の従事者が個人情報を故意又は過失により他人に漏洩する等乙及び丙の契約違反が著

しく重大である場合には、甲は催告を行うことなく、直ちに本契約を解除することができる

ものとする。 

10 乙及び丙が自己の責に帰すべき事由によって本契約に違反し、そのことによって甲又は個

人情報本人に損害が生じた場合、乙及び丙はその損害を賠償するものとする。 



（三者間契約による場合） 

11 乙及び丙は、この契約を履行した場合には、速やかに本契約に関する個人情報を甲に返却

するものとし、返却できない中間ファイル又は個人情報を印字した書類等がある場合には乙

及び丙の責任においてこれを完全に破棄又は消去し、乙及び丙のもとには一切残存させない

ものとする。 

12 本契約終了後においても、乙及び丙は、この契約の履行に関する個人情報が漏洩し又はその 

恐れが発生するなどの事態が生じた場合には、甲に適切な協力を行うものとし、乙及び丙の行為

に関しては 本条第 10 項の規定を準用するものとする。 

第 24 条 甲は、自己の都合により賃貸借期間終了日前にこの契約を解除しようとするときは、解 

除しようとする日の３か月前までに、書面によって乙及び丙に通知するものとする。 

第 25 条 甲又は乙及び丙は、相手方が正当な理由なしにこの契約条項に違反したときは、前条の 

規定にかかわらず相手方に書面をもって通知し、この契約を解除することができるものとする。 

この場合において、甲又は乙及び丙は相手方に対し損害賠償を請求できるものとし、その額は

甲、乙及び丙が協議して定めるものとする。 

第 26 条 この契約が終了したときは、甲は、乙に物品を速やかに返還しなければならない。この

場合において、物品の撤去搬出に要する費用は乙の負担とする。 

第 27 条 契約保証金については、その全部を免除するものとする。 

第 28 条 この契約において、乙が履行すべき給付内容は、仕様書及び乙が入札の際に提出した物 

品の技術仕様書その他の書類で明記されたものとする。 

第 29 条 乙は、この契約に関して、次の各号の一に該当するときは、契約期間全体の支払総金額

の１０分の１に相当する額を違約金として甲が指定する期日までに支払わなければならない。 

   一 乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独

占禁止法」という。）第３条又は第１９条の規定に違反し、又は乙が構成員である事業者団体

が同法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が乙又は乙が構成員である事業

者団体に対して、同法第４９条に規定する排除措置命令又は同法第６２条第１項に規定する納付命令

が確定したとき。ただし、乙が同法第１９条の規定に違反した場合であって当該違反行為が同法第２

条第９項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）第６項に規定

する不当廉売の場合など甲に金銭的損害が生じない行為として、乙がこれを証明し、その証明

を甲が認めたときは、この限りでない。 

   二 公正取引委員会が、乙に対して独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の規定による

課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

   三 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法（明治４０年法律第４５号）

第９６条の３又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑

が確定したとき。 

２ 前項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲がその超

過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

３ 乙は、この契約に関して、第１項の各号の一に該当することとなった場合には、速やかに、当

該処分等に係る関係書類を甲に提出しなければならない。 

第 30 条 この契約に定めた各条項以外の必要な細目は、国立大学法人小樽商科大学役務供給契約

基準によるほか、検査の円滑な実施を図るため、乙は甲の行う検査に協力すべきものとする。 

第 31 条 この契約について、甲、乙及び丙間に紛争が生じたときは、甲、乙及び丙は誠意をもっ

て協議の上、円満に解決するものとする。 

第 32 条 この契約に定めない事項についてこれを定める必要がある場合は、甲、乙及び丙間にお

いて協議して定めるものとする。 

第 33 条 本契約に関する訴えの管轄は、甲の所在地を管轄区域とする札幌地方裁判所小樽支部と

する。 



（三者間契約による場合） 

 

 

 上記契約の成立を証するため、この契約書を３通作成し、甲、乙及び丙記名押印の上、各１通

を所持するものとする。 

 

 

  令和元年 月 日 

 

 

                 甲   小樽市緑３丁目５番２１号 

                     国立大学法人小樽商科大学 

                     契約担当役 事務局長 小 嶋  稔 

 

 

乙   （ 落  札  者 ） 

                                                  

 

丙   （ リ ー ス 会 社 ） 

 

 



別紙

内　訳　書

項番 形　式　番　号 数量
提供月額

単価
合計金額
（税抜）

1 ○○○ 1 ○○○ ○○○

2 ○○○ 1 ○○○ ○○○

3 ○○○ 1 ○○○ ○○○

○○○

○○○

○○○

（株）○○○製　○○○○○○○

【パーソナルコンピュータ本体】

価格合計

消費税

税込合計

【ウィルス対策ソフト】

品　　　　　名

（株）○○○製　○○○○○○○

（株）○○○製　○○○○○○○

【液晶ディスプレイ】



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 
 

仕 様 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年７月 26 日 
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Ⅰ 仕様書概要説明 

 

1 調達の背景及び目的 

現在、国立大学法人小樽商科大学（以下「本学」という）では、事務用パーソナルコ

ンピュータ（以下「事務用パソコン」という）について、賃貸借契約を行っている。 

当該賃貸借期間が令和元年 12 月 31 日までとなっており、また OS が令和 2 年 1 月 14

日にメーカーサポート期限を迎える Windows 7 であることから、移行準備期間も含め令

和 2年 1月 1日を契約始期とする賃貸借による事務用パソコンを導入するものである。 

 

2 借入物品名、構成内訳及び数量 

  事務用パーソナルコンピュータ 一式 

  （構成内訳） 

  (1) パーソナルコンピュータ本体 100 台 

  (2) 液晶ディスプレイ  100 台 

    以上のほか、搬入、据付、配線接続、設定、調整、借入期間満了に伴う機器の撤

去等を含む。 

 

3 借入期間 

 (1) 令和 2年 1月 1日から令和 4年 6月 30 日までとする。 

 (2) 契約締結日から令和元年 12 月 27 日までの期間を移行期間とし、当該期間内におい

て移行を完了させるものとする。 

 

4 技術的要件の概要 

 (1) 本調達物品に係る性能、機能及び技術等（以下「技術等」という）の要求要件（以

下「技術的要件」という）は「Ⅱ 調達物件に備えるべき技術的要件」に示すとおり

である。 

 (2) 技術的要件は、全て必須の要求要件である。 

 (3) 必須の要求要件は、本学が必要とする最低限の要求要件を示しており、入札機器の

性能等がこれらを満たしていないとの判定がなされた場合には不合格にとなり、落札

決定の対象から除外する。 

 (4) 入札機器の性能等が技術的要件を満たしているか否かの判定は、本学の「事務用パ

ーソナルコンピュータ」技術審査職員が入札機器に係る技術仕様書、その他の入札説

明書で求める提出資料の内容を審査して行う。 
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5 その他 

 (1) 技術仕様等に関する留意事項 

  入札機器（ソフトウェアを含む。以下同じ）は、原則として入札時点で製品化され

ていること。入札時点で製品化されていない機器によって入札する場合は、納入期限

までに製品化され、本仕様書に示す技術的要件を全て満たすことが可能であることを

証明する技術的資料、開発計画書及び確約書等を併せて提出すること。 

 (2) 提案に関する留意事項 

  a) 提案に際しては、入札機器が本仕様書の技術的要件をどのように満たしているか、

あるいはどのように実現しているかを要求要件の各項目に対応させ、具体的かつ分

かりやすく記載すること。従って、本仕様書の具体的提案を要する技術的要件に対

して、単に「はい、できます」「はい、提案します」といった内容の提案書又は提案

の根拠が不明確であったり、説明が不十分である等の提案書に関しては、本学の「事

務用パーソナルコンピュータ」技術審査職員において、技術審査に重大な支障があ

ると判断し、技術的要件を満たしていないものとし不合格とするので、十分留意す

ること。 

  b) 提案書においては、本仕様書の技術的要件の各項目とそれに対応する提案内容を明

確かつ簡潔に示した対照表を添付すること。 

  c) 提案書においては、入札機器が本仕様書の技術的要件を満たしていることを提出資

料のどの部分で証明できるか、参照すべき個所を対照表に提示すること。参照すべ

き箇所が、カタログ・性能仕様書・説明書等である場合、アンダーラインを付した

り、色付けしたりするなどして該当部分を明示すること。 

  d) 提案された内容等に関して、問い合わせやヒアリングを行うことがあるので誠実に

対応すること。 

  e) 技術仕様書などに関する照会先を明記すること。 

 (3) 導入に関する留意事項 

  a) 導入スケジュールについては、本学と協議し、その指示に従うこと。 

  b) 設置場所においては、本調達物品を利用可能な環境にしたうえで引き渡すこと。 

 (4) その他の留意事項 

  a) 搬入、据付、配線接続、設定、調整等は本調達に含むものとする。 

  b) 借入期間満了時には、本調達物品を撤去すること。なお、撤去に要する全ての費用

は本調達に含むものとする。 

  c) 借入期間満了に伴う撤去作業に関して、本学と協議し、その指示に従うこと。 
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Ⅱ 調達物件に備えるべき技術的要件 

 

（包括的業務要件） 

 現在本学で使用中の事務用パソコン等について、本学の示す予定に従い、令和元年 12 月

27 日までに移行を完了するものとする。移行に際し、業務に支障をきたすことの無いよう

対処すること。 

 

（性能・機能に関する要件） 

1 パーソナルコンピュータ本体（100 台） 

 1-1 寸法は、410mm×360mm×110mm 以下であること。ただし、置台に設置した状態の寸

法は除くものとする。 

 1-2 本体は縦置きするための置台を有すること。 

 1-3 OS は、Microsoft 社製 Windows 10 Pro 64bit 日本語版相当以上の機能を有すると

判断されること。 

 1-4 CPU は、Intel 社製 Core i3-8100 相当以上の性能、機能を有すると判断されること。 

 1-5 メモリは、8GB 以上であること。 

 1-6 記憶装置は、物理容量が 500GB 以上のハードディスクドライブ又は SSD であること。 

 1-7 光学式ドライブは、DVD-ROM の読み込み、DVD-R、DVD+R、DVD-RW 及び DVD+RW の読

み書き、CD-ROM の読み込み及び CD-R/RW の読み書きの機能を有すること。 

 1-8 ディスプレイインターフェースは、デジタル（DVI-D、HDMI 又はディスプレイポー

ト）出力端子を有し、下記「2 液晶ディスプレイ」にケーブルで接続すること。ま

た、マルチディスプレイに対応するため、アナログ RGB（ミニ D-Sub15 ピン）又はデ

ジタル出力端子を別に１口以上有すること。 

 1-9 USB インターフェースは、USB2.0 を 2 口以上及び USB3.0 以上を 4 口以上有するこ

と。うち 2口以上は本体前面にインターフェースを有すること。 

 1-10 通信は、1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T 準拠のネットワークボードを有するこ

と。 

 1-11 LAN インターフェースは、RJ45 を１口以上有すること。 

 1-12 オーディオインターフェースは、マイク及びヘッドホン端子を各 1 口以上有する

こと。 

 1-13 キーボードは、109A 日本語キーボード又は JIS 配列準拠 109 キーボードであるこ

と。 

 1-14 マウスは、「2 ボタン＋ホイール」の 3 ボタン式光学式マウス又はレーザー式マウ

スであり、スクロール機能を有するものであること。 

 1-15 トレンドマイクロ社製ウイルスバスター相当以上の機能を有すると判断される、
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ウイルス対策ソフトを 100 式備えること。また、その検索エンジン及びパターンフ

ァイルの更新ライセンスを 3年間分有すること。 

 1-16 国際エネルギースタープログラムに適合した製品であること。 

 1-17 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12 年法律第 100 号）」

第 6条により定められた「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（グリーン購

入法）に適合した製品であること。 

 1-18 特定化学物質の使用抑制について、RoHS 指令に準拠していること。 

 1-19 ISO14001 取得メーカーの製品であること。 

 1-20 3 年間の翌営業日対応のハードウェア保証を有すること。 

 

2 液晶ディスプレイ（100 台） 

 2-1 寸法は、対角 21.5 型ワイド以上であること。 

 2-2 最大解像度は、1920×1080 以上であること。 

 2-3 最大表示色は、同時 1677 万色以上であること。 

 2-4 最大輝度は、250cd/㎡以上であること。 

 2-5 コントラストは、1000:1 以上であること。 

 2-6 応答速度は、14ms 以内であること。 

 2-7 視野角は、上下 178°以上、左右 178°以上であること。 

 2-8 上記「1 パーソナルコンピュータ本体」の 1-8 に合わせたデジタル信号を受信す

る入力端子を有すること。 

 2-9 電源は、パソコン本体の電源のオンオフに連動して液晶ディスプレイの電源がオフ

又は省電力状態に切り替わること。 

 2-10 液晶は非光沢のディスプレイであること。 

 2-11 外付けフィルタ等のオプションを使用せずにブルーライトを低減させる機能を有

するディスプレイであること。 

 2-12 国際エネルギースタープログラムに適合した製品であること。 

 2-13 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12 年法律第 100 号）」

第 6条により定められた「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（グリーン購

入法）に適合した製品であること。 

 2-14 特定化学物質の使用抑制について、RoHS 指令に準拠していること。 

 2-15 ISO14001 取得メーカーの製品であること。 

 2-16 3 年間の翌営業日対応のハードウェア保証を有すること。 
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（性能・機能以外の要件） 

1 設置条件等 

  本調達物品の設置条件等に関し、以下の要件を満たしていること。 

 1-1 設置場所は本学本校及び札幌サテライトとする。 

 

 1-2 搬入、据付、配線接続、設定、調整 

  1-2-1 本調達物品は、本学の指示により設置するものとし、設置場所への搬入、据付、

配線接続、ハードウェアの設定、調整、本学が指定したネットワーク設定、既

存のネットワークへの接続及び動作確認を行うこと。 

  1-2-2 納品する際は、別紙 1「事務用パソコン管理台帳」に必要事項を入力の上、本

学に Excel データで提出すること。なお、提出時期は本学と協議の上決定する

こと。 

  1-2-3 本学の指示により、必要なプリンタの接続設定を行うこと。 

  1-2-4 本学の指示により、各設置場所に設置しているサーバ及び NAS 等へのアクセス

設定を行うこと。 

  1-2-5 本学が所有する「ID カード認証装置」を取り付けし、利用可能となるようセッ

トアップ（FSS システム（ローレルインテリジェントシステム製））を行うこと。 

  1-2-6 本学が所有する統合型ビジネスソフトウェア（Microsoft Office 2019）を利

用可能となるようセットアップを行うこと。 

  1-2-7 電源及び学内 LAN 配線設備は本学における既存のものを使用するものとし、必

要な電源等について、応札時に書面により提案すること。 

 

 1-3 借入期間満了に伴う機器の撤去 

    借入期間満了に伴う機器の撤去について、以下のとおり実施すること。 

  1-3-1 本調達物品の撤去を行うこと。 

  1-3-2 本調達物品に保存されたデータの消去を行うこと。 

  1-3-3 データ消去完了時にデータ消去証明書を提出すること。 

 

2 保守体制 

 2-1 本調達物品納入検査完了後における障害発生時には、発生通知の当日に電話・メー

ル・FAX により障害への対応が可能であり、平日（祝日、休日及び年末年始を除く月

曜日から金曜日）の 9時から 17 時の時間帯における本学からの連絡等に対して、障

害連絡後、翌営業日までに初期対応（原因の切り分け）を行うこと。 

 2-2 本調達物品に係るアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されていることを

書面により証明すること。 

 2-3 本調達物品納入検査完了後、発注者の過失に因らずして、1 年以内に発生した故障
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の対応・修理は無償で実施すること。 

 2-4 納入後明らかになった瑕疵については、落札者の負担において機器及び部品を交換

すること。 

 2-5 納品時に本学において、導入時の状態に復元する手段を提供することとし、その費

用は本調達に含むものとする。なお、応札時にその復元に係る手順書を提出するこ

と。 

 

3 教育、支援体制等 

  本調達物品に取扱説明書が付属する場合は、事務用パソコン 1 台に対し 1 部を提供す

ること。 

 

 



別紙1

設置部署 使用者氏名 コンピュータ名 IPアドレス MACアドレス PC製造番号 備考

本学が記載する箇所

賃貸者が記録する箇所

【小樽商科大学　事務用パソコン管理台帳】



 

入   札   書 

 

 

供給物品名 事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 

 

数   量 一式 

 

入 札 金 額 金           円也 

 

 

 国立大学法人小樽商科大学役務提供契約基準を熟知し、仕様書に従い上記の物品を 

 

貸付けするものとして、入札に関する条件を承諾の上、上記の金額によって入札しま

す。 

 

 

 令和  年  月  日 

 

 

  国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

            競争加入者 住 所 

 

                  氏 名              ㊞ 

 



 

［入札書の記載例１：競争加入者本人が入札する場合］ 

 

入   札   書 

 

 

供給物品名 事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 

 

数   量 一式 

 

入 札 金 額 金           円也 

 

 

 国立大学法人小樽商科大学役務提供契約基準を熟知し、仕様書に従い上記の物品を 

 

貸付けするものとして、入札に関する条件を承諾の上、上記の金額によって入札しま

す。 

 

 

 令和元年○○月○○日 

 

 

  国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

            競争加入者 住 所 ○○市○○区○○条○○丁目 

 

                  氏 名 △△商事株式会社         

                                           代表取締役 □□ □□      ㊞ 

 

← 入札書を作成した日付を記載（※入札書提出期限までに提
出する入札書にあっては開札日を記載しないこと。） 



 

入   札   書 

 

 

供給物品名 事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 

 

数   量 一式 

 

入 札 金 額 金           円也 

 

 

 国立大学法人小樽商科大学役務提供契約基準を熟知し、仕様書に従い上記の物品を 

 

貸付けするものとして、入札に関する条件を承諾の上、上記の金額によって入札しま

す。 

 

 

 令和  年  月  日 

 

 

  国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

            競争加入者 住 所 

 

                  氏 名 

 

                代理人氏名               ㊞ 

 



 

［入札書の記載例２：代理人が入札する場合］ 

 

入   札   書 

 

 

供給物品名 事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 

 

数   量 一式 

 

入 札 金 額 金           円也 

 

 

 国立大学法人小樽商科大学役務提供契約基準を熟知し、仕様書に従い上記の物品を 

 

貸付けするものとして、入札に関する条件を承諾の上、上記の金額によって入札しま

す。 

 

 

 令和元年○○月○○日 

 

 

  国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

          競争加入者 住 所  ○○市○○区○○条○○丁目 

 

 氏 名   △△商事株式会社 

                        代表取締役 □□ □□  

 

代理人住所  △△商事株式会社  

                                          ☆☆支店長 □□ □□    ㊞ 

 

                          代理人氏名  □□ □□           ㊞ 

← 入札書を作成した日付を記載（※入札書提出期限までに提
出する入札書にあっては開札日を記載しないこと。） 

代理人が入札する場合にも   → 
必ず記載すること（押印不要） 

代理人は記載の上押印すること → 

または 



 

入   札   書 

 

 

供給物品名 事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 

 

数   量 一式 

 

入 札 金 額 金           円也 

 

 

 国立大学法人小樽商科大学役務提供契約基準を熟知し、仕様書に従い上記の物品を 

 

貸付けするものとして、入札に関する条件を承諾の上、上記の金額によって入札しま

す。 

 

 

 令和元年  月  日 

 

 

  国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

            競争加入者 住 所 

 

                  氏 名 

 

 

            代 理 人 住 所 

 

                                    氏 名 

 

            復 代 理 人 氏 名               ㊞ 

 

 



［入札書の記載例３：復代理人が入札する場合］ 

 

入   札   書 

 

 

供給物品名 事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 

 

数   量 一式 

 

入 札 金 額 金           円也 

 

 

 国立大学法人小樽商科大学役務提供契約基準を熟知し、仕様書に従い上記の物品を 

 

貸付けするものとして、入札に関する条件を承諾の上、上記の金額によって入札しま

す。 

 

 

 令和元年○○月○○日 

 

 

  国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

            競争加入者 住 所 ○○市○○区○○条○○丁目 

 

                   氏 名  △△商事株式会社 

                                            代表取締役 □□ □□ 

 

代 理 人 住 所 ○○市○○区○○条○○丁目 

氏 名 △△商事株式会社 

                                            ☆☆支店長 □□ □□ 

 

復 代 理 人 氏 名               ㊞ 

← 入札書を作成した日付を記載（入札書提出期限までに提出
する入札書にあっては開札日を記載しないこと。） 

復代理人が入札する場合にも 
必ず記載すること → 

復代理人は記載の上 
押印すること → 



 

［代理委任状の参考例１：社員等が入札の都度競争加入者の代理人となる場合］ 

 

委   任   状 

 

 

                          令和  年  月  日 

 

 国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

 

            委任者（競争加入者） 

                  住 所 

 

                  氏 名              ㊞ 

 

 

 私は         を代理人と定め、下記の一切の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

 令和元年９月９日に国立大学法人小樽商科大学において行われる事務用パーソナル

コンピュータ賃貸借 一式 の入札に関する件 

 

 

 

受任者（代理人）使用印鑑 

 

 

 

 

 



［代理委任状の参考例２：支店長等が一定期間競争加入者の代理人となる場合］ 

                          

委   任   状 

 

                          令和  年  月  日 

 国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

            委任者（競争加入者） 

                  住 所 

                  氏 名              ㊞ 

 

 私は、下記の者を代理人と定め、貴学との間における下記の一切の権限を委任しま

す。 

記 

 

  受任者（代理人）住 所 

 

          氏 名 

 

委任事項  １ 入札及び見積りに関する件 

            ２ 契約締結に関する件 

            ３ 入札保証金及び契約保証金の納付及び還付に関する件 

            ４ 契約物品の納入及び取下げに関する件 

      ５ 契約代金の請求及び受領に関する件 

      ６ 復代理人の選任に関する件 

 

委任期間  令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

 

受任者（代理人）使用印鑑 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



［代理委任状の参考例３：支店等の社員等が入札の都度競争加入者の代理人となる場合］ 

 

委   任   状 

 

 

                        令和  年  月  日 

 

 国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

            委任者（競争加入者の代理人） 

                  住 所 

 

                  氏 名              ㊞ 

 

 

 私は、         を（競争加入者）              の 

 

復代理人と定め、下記の一切の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 令和元年９月９日に国立大学法人小樽商科大学において行われる事務用パーソナル

コンピュータ賃貸借 一式 の入札に関する件 

 

 

受任者（競争加入者の復代理人）使用印鑑 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



【開札不参加届の記載例】 

                                                   令和  年  月  日 

 

国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

                  ○○市○○区○○条○○丁目      

                            ○○○○株式会社 

                                      代表取締役 ○ ○ ○ ○  印 

 

 

開 札 不 参 加 届 

 

 

件  名  事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 一式 

 

 

弊社は､上記入札書を提出しましたが、都合により開札（令和元年９月９日（月） 

10:00～小樽商科大学事務棟２階第二会議室）に立ち会うことができません。 

なお、２回目以降の入札につきましては辞退しますので、よろしくお願い致します。 



【誓約書の作成例】 

                                                   令和  年  月  日 

 

国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

                  ○○市○○区○○条○○丁目       

                           ○○○○株式会社 

                                      代表取締役 ○ ○ ○ ○  印 

 

 

誓   約   書 

 

 

 貴学において令和元年７月26日に入札公告された「事務用パーソナルコンピュータ

賃貸借 一式」の一般競争入札に参加するにあたり、下記のとおり誓約いたします。 

 

記 

 

１．国立大学法人小樽商科大学契約事務取扱規則第３条の規定に該当しておりません。 

 

２．国立大学法人小樽商科大学契約事務取扱規則第４条の規定に該当しておりません。 

 

３．貴学から取引停止の措置を受けている期間中の者ではありません。 



【アフターサービス・メンテナンスの体制の証明の記載例】 

                                                   令和  年  月  日 

 

国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

                  ○○市○○区○○条○○丁目       

                           ○○○○株式会社 

                                      代表取締役 ○ ○ ○ ○  印 

 

 

誓   約   書 

 

 

 貴学における、令和元年９月９日開札の「事務用パーソナルコンピュータ 賃貸借

一式」について弊社が落札の際は、契約どおり納期を厳守することはもちろんのこと、

万一、納品いたしました物品が不良でありました場合は、弊社が定めた保証内容に従

って、弊社が責任を持って取替又は修理することを誓約いたします。 

  なお、アフターサービス・メンテナンスの体制は、別紙のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 紙 

                                                   令和  年  月  日 

 

国立大学法人小樽商科大学 殿 

 

                  ○○市○○区○○条○○丁目       

                           ○○○○株式会社 

                                      代表取締役 ○ ○ ○ ○  印 

 

アフターサービス・メンテナンスの体制について 

 

 貴学における、令和元年９月９日開札の「事務用パーソナルコンピュータ賃貸借 一

式」につきましては、以下に示すサービス体制をとっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
貴    学 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 ○○○○株式会社○○支店 

 ○○営業部○○課 

 電話 ○○○－○○○○ 

 住所  ○○○－○○○○○○ 

 

 

 

 

  

   

（メーカー） 

 ○○○○株式会社○○支店 

 電話 ○○○－○○○○ 

 住所  ○○○－○○○○○○ 

 

 

 

 

（技術部） 

 ○○○○株式会社○○支店 

 電話 ○○○－○○○○ 

 住所  ○○○－○○○○○○ 

 



入 札 者 心 得 書 

 

第１ 入札は、別に公告（又は通知）した事項のほか、この心得書の定めるところにより行う。 

２ 入札に参加する者は、公告（又は通知）に示した日時までに仕様書、図面、見本又は現

品若しくは現場、契約書（案）を熟覧しておくものとする。 

 ３ 入札者は、入札後においてこの心得書に掲げた事項及び仕様書、図面、見本又は現品若し

くは現場、契約書（案）の不知又は不明を理由として異議を申し立てることができない。 

第２ 入札者は、入札の際別に交付された資格審査結果通知書の写しを受付の職員に提出して当

該入札の参加資格のある者であることの確認を受けなければならない。 

 ２ 前項により確認を受けない者は入札させない。 

 ３ 取引停止の措置を受けている期間中の者は入札させない。 

第３ 入札者が代理人又は復代理人であるときは、委任状等代理権のあることを証明できる書面

を差し出さなければならない。 

第４ 競争加入者又はその代理人（復代理人を含む。）は、次の各号に掲げる事項を記載した入

札書を提出しなければならない。 

  ア 請負に付される工事若しくは製造の表示又は供給物品名 

  イ 入札金額（入札書の記載例を参考に記入すること） 

  ウ 競争加入者本人の住所、氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）及

び押印 

  エ 代理人が入札する場合は、競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は、その名称又

は商号及び代表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名を記載し、

かつ、押印すること。 

  オ 復代理人が入札する場合は、競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は、その名称 

   又は商号及び代表者の氏名）、代理人の表示並びに代理人の氏名（法人の場合は、その名

称又は商号及び代表者の氏名）、復代理人であることの表示並びに当該復代理人の氏名を

記載し、かつ、押印すること。 

第５ 入札書は、封書に入れ密封し、かつ、その封皮に氏名（法人の場合は、その名称又は称号） 

及び件名を明記し、当該封書を入札執行の場所に提出しなければならない。 

第６ 入札者は、入札書を入札箱に投入した後においては、その開札の前後を問わずこれを引換

え若しくは変更し、又は取り消すことができない。 

第７ 入札執行中、入札場所において次の各号の一に該当する行為があると認められる者がある 

ときは、その者を入札場外に退去させることがある。 

（１） 公正な競争の執行を妨げようとした場合 

（２） 公正な価格を害し、又は不正な利益を得るために談合した場合 

第８ 開札は、公告（又は通知）に示した競争執行の日時及び場所において入札者を立ち会わせ

て行う。 

 この場合において、入札者が立ち会わないときは、入札執行事務に関係のない本学職員を

立ち会わせる。 

第９ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額（非課税分を除く）に当該金額の 10 パ



ーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の 

100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

第 10 次の各号の一に該当する入札書は、これを無効とする。 

（１） 一般競争の場合において、公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者の提出

した入札書 

（２） 入札金額の記載していない入札書 

（３） 競争参加者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）及び押印

のない又は判然としない入札書 

（４） 代理人が入札する場合は、第４のエに定める表示、記載、押印のない又は判然としない

入札書 

（５） 復代理人が入札する場合は、第４のオに定める表示、記載、押印のない又は判然としな

い入札書 

（６） 請負に付される工事若しくは製造の表示又は供給物品名の記載がない入札書 

（７） 請負に付される工事若しくは製造の表示又は供給物品名に重大な誤りのある入札書 

（８） 入札金額の記載が不明確な入札書 

（９） 入札金額の記載を訂正したもので、その訂正について押印していない入札書 

（１０） その他入札に関する条件に違反した入札書 

第 11 入札は、予定価格の制限の範囲内で、最低価格（売払いの場合は最高の価格）の有効入

札をした者を落札者とする。ただし、当該入札が国立大学法人小樽商科大学契約事務取扱規

則第 18 条ただし書の規定に該当すると認められるときは、その定めるところにより予定価

格の制限の範囲内で次順位者を落札者とすることができる。 

２ 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちにくじを引いて落札

者を決める。 

３ 前項の同価格の落札者のうち、出席しない者又はくじを引かない者があるときは、入札

執行事務に関係のない本学職員に、これに代わってくじを引かせる。 

４ 落札者を決定したときは、入札者にその氏名（法人にあっては名称）及びその金額をそ

の場所で発表する。ただし、第１項ただし書により落札者を決定する場合においては、別

に書面で通知する。  

 ５ 第１項本文において落札者がいないときは、直ちに再度の入札をする。 

第 12 落札者は、契約の相手方として決定した日から７日以内（遠隔地にある等特別の事情が

あるときは合理的と認める期間）に、契約書を差し出さなければならない。 

第 13 その他一般的約定事項については、国立大学法人小樽商科大学契約事務取扱規則による

ものとする。 

 

 



    国立大学法人小樽商科大学契約事務取扱規則 

 

（平成１６年６月１０日制定） 

 

目次 

第１章 総則（第１条，第２条） 

第２章 競争参加者の資格（第３条－第６条） 

第３章 一般競争契約（第７条－第２１条） 

第４章 指名競争契約（第２２条－第２４条） 

第５章 随意契約（第２５条－第２７条） 

第６章 随意契約の公表（第２８条－第３０条） 

第７章 契約の締結（第３１条－第３６条） 

第８章 契約の履行（第３７条－第４２条） 

第９章 代価の収納及び支払（第４３条，第４４条） 

第１０章 雑則（第４５条） 

附則 

 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この規則は，国立大学法人小樽商科大学（以下「本学」という。）の契約事務の

取扱いに関し必要な事項を定め，適正かつ効率的な実施を図ることを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 本学が締結する売買，貸借，請負その他の契約に関する事務の取扱いについては，

この規則の定めるところによる。 

２ 本学における契約の一般的約定事項については，別に定める工事請負契約基準，製造

請負契約基準，役務提供契約基準及び物品供給契約基準によるものとする。 

   第２章 競争参加者の資格 

（競争に参加させることができない者） 

第３条 契約担当役は，国立大学法人小樽商科大学会計規程第３２条に規定する契約につ

き，当該契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を，競争に参加

させることができない。 

 （競争に参加させないことができる者） 

第４条 契約担当役は，次の各号の一に該当すると認められる者を，その事実があった後，

２年間競争に参加させないことができる。これを代理人，支配人その他使用人として使

用する者についても同様とする。 

 (1) 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし，又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をした者 

 (2) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し，若しくは不正な利益を得るた

め連合した者 

 (3) 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 



 (4) 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

 (5) 正当な理由なくして契約を履行しなかった者 

 (6) 前各号の一に該当する事実があった後，２年を経過しない者を，契約の履行に当た

り，代理人，支配人その他の使用人として使用した者 

２ 契約担当役は，前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を，競争に参

加させないことができる。 

 （一般競争参加者の資格及び等級の格付け） 

第５条 契約担当役は，一般競争に参加する者の資格について，物品の製造又は販売等の

競争参加に係るものについては，「競争参加者の資格に関する公示」により各省各庁の

全調達機関において有効な統一資格を得た者を，建設工事の競争参加に係るもの及び設

計・コンサルティング業務の競争参加に係るものについては，文部科学省における「競

争参加者の資格に関する公示」により一般競争参加者の資格を得た者を，それぞれ本学

における一般競争参加者の資格を有する者として認めるものとする。 

２ 契約担当役は，前項に規定する以外の者で一般競争入札に参加しようとする者から，

一般競争参加者の資格の審査について申請を受けたときは，統一資格及び文部科学省の

定める審査に関する取扱いに準じて審査し，資格を与えるものとする。 

３ 前２項の一般競争参加者の資格（契約の種類，競争に参加できる予定価格の範囲等に

よる等級の格付け）により，一般競争を実施する場合において，その等級の資格を有す

る者の競争参加が僅少であると認められるときは，当該資格の等級の１級上位若しくは

２級上位，又は１級下位若しくは２級下位の資格の等級に格付けされた業者を，当該一

般競争に加えることができるものとする。 

４ 指名競争の競争参加者の資格については，前３項を準用するものとする。 

 （指名基準） 

第６条 契約担当役は，前条に規定する有資格者のうちから，競争に参加する者を指名す

る場合の基準は，次の各号に定めるとおりとする。 

 (1) 契約の種類により，その適正な履行を図るため，資材の搬入，竣工期限，物件の納

入期限等を考慮する必要があるとき。 

 (2) 特殊な工事，製造等の契約について，実績がある者に行わせる必要があるとき。 

 (3) 工事，製造等の請負契約の性質上，特殊な技術，機械等を必要とするとき。 

 (4) 不誠実な行為その他信用度の低下の有無を考慮する必要があるとき。 

 (5) 契約の性質又は目的により指名競争に付することが有利と認められるとき。 

   第３章 一般競争契約 

 （入札の公告） 

第７条 契約担当役は，入札の方法により一般競争に付そうとするときは，その入札期日

の前日から起算して少なくとも１０日前に掲示その他の方法により公告しなければなら

ない。ただし，急を要する場合においては，その期間を５日までに短縮することができ

る。 

 （入札について公告する事項） 

第８条 前条の規定による公告は，次の各号に掲げる事項についてするものとする。 

 (1) 競争入札に付する事項 



 (2) 競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

 (3) 契約条項を示す場所 

 (4) 競争執行の場所及び日時 

 (5) 入札保証金に関する事項 

 (6) 入札方法 

 (7) その他必要な事項 

 （入札の無効） 

第９条 契約担当役は，第７条に規定する公告において，当該公告に示した競争に参加す

る者に必要な資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は，無効と

する旨を明らかにしなければならない。 

 （入札保証金及びそれに代わる担保） 

第１０条 契約担当役は，競争入札に付そうとする場合においては，その入札に参加しよ

うとする者の見積もる契約金額（単価による入札にあっては，見積単価に予定数量を乗

じて得た金額）の１００分の５以上の入札保証金を納めさせなければならない。 

２ 入札保証金の納付は，次の各号に掲げる担保の提供をもって代えることができる。 

 (1) 国債 

 (2) 地方債 

 (3) 政府保証債 

 (4) 小切手（契約担当役が確実と認めるものに限る。） 

 (5) 郵便為替証書 

 (6) 郵便振替の支払証書 

 (7) その他契約担当役が確実と認める債券 

 （入札保証金の免除） 

第１１条 契約担当役は，次の各号に掲げる場合においては，前条第１項の規定にかかわ

らず，入札保証金の全部又は一部を免除することができる。 

 (1) 一般競争に参加しようとする者が，保険会社との間に本学を被保険者とする入札保

証保険契約を締結したとき。 

 (2) 第６条に規定する資格を有する者が，契約を結ばないこととなるおそれがないと認

められるとき。 

 （入札保証金の処理） 

第１２条 入札保証金（その納付に代えて提供された担保を含む。）は，落札者が決定し

た後に納付者に返還しなければならない。ただし，落札者の納付に係るものは，契約締

結後に返還するものとする。 

２ 落札者の納付に係る入札保証金は，前項の規定にかかわらず，その者の申し出により

これを契約保証金に充てることができる。 

３ 契約担当役は，落札者の納付に係る入札保証金は，その者が契約を結ばないときは本

学に帰属させるものとし，その旨を公告等によりあらかじめ明らかにしておかなければ

ならない。 

 （予定価格の作成） 

第１３条 契約担当役は，その競争入札に付する事項の予定価格（第１８条第２項の競争



にあっては，交換しようとするそれぞれの財産の価値の差額とする。）を，当該事項に

関する仕様書，設計書等により定めなければならない。 

２ 前項に基づき作成した予定価格を記載した書面を封書にし，開札の際これを開札場所

に置かなければならない。 

 （予定価格の決定方法） 

第１４条 予定価格は，競争入札に付する事項の価格の総額について定めなければならな

い。ただし，一定期間継続して行う製造，修理，加工，売買，供給，使用等の契約の場

合においては，単価について定めることができる。 

２ 予定価格は，契約の目的となる物件又は役務について，取引の実例価格，需給の状況，

履行の難易，数量の多寡，履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 

 （入札書の引換え等の禁止） 

第１５条 契約担当役は，入札者が提出した入札書の引換え，変更又は取り消しをさせて

はならない。 

 （開札） 

第１６条 契約担当役は，公告に示した競争執行の場所及び日時に，入札者を立ち会わせ

て開札をしなければならない。この場合において，入札者が立ち会わないときは，入札

事務に関係のない職員を立ち会わせなければならない。 

（再度入札） 

第１７条 契約担当役は，開札をした場合において，各人の入札のうち予定価格の制限に

達した価格の入札がないときは，直ちに再度の入札をすることができる。 

２ 前項の規定により再度の入札を行う場合は，予定価格その他の条件を変更してはなら

ない。 

 （落札の方式） 

第１８条 契約担当役は，競争に付する場合においては，契約の目的に応じ，予定価格の

制限の範囲内で最高又は最低の価格をもって申込みをした者を契約の相手方とする。た

だし，本学の支出の原因となる契約のうち予定価格が１,０００万円を超える工事又は製

造その他についての請負契約について，相手方となるべき者の申込みの価格によっては，

その者により契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるとき，又

はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著

しく不適当であると認められるときは，予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込み

をした他の者のうち，最低の価格をもって申込みをした者を契約の相手方にすることが

できる。 

２ 本学の所有に属する財産と本学以外の者の所有する財産との交換に関する契約につい

ては，それぞれの財産の見積価格の差額が，本学にとって最も有利な申込みをした者を

契約の相手方とすることができる。 

３ その性質又は目的から前２項の規定により難い契約については，価格及びその他の条

件が本学にとって最も有利なもの（第１項ただし書きの場合にあっては，次に有利なも

の）をもって申込みをした者を契約の相手方とすることができる。 

 （最低価格の入札者を落札者としないことができる契約） 

第１９条 前条第１項ただし書きに規定する契約について，最低価格の入札者を直ちに落



札者としないことができる場合の基準は，次の各号の一に該当する場合とする。 

 (1) 工事の請負契約については，競争入札ごとに予定価格の１０分の７から１０分の９

までの範囲内で，予定価格算出の基礎となった直接工事費，共通仮設費，現場管理費

及び一般管理費等の額にそれぞれ契約担当役が定める割合を乗じて得た額の合計額を

下廻る入札価格であった場合 

 (2) 製造その他の請負契約については，予定価格算出の基礎となった直接材料費及び直

接労賃等を下廻る入札価格であった場合 

 (3) 前各号の規定を適用することができないものについては，競争入札ごとに，工事の

請負契約の場合においては１０分の７から１０分の９までの範囲内で，製造その他の

請負契約の場合においては２分の１から１０分の８までの範囲内で契約担当役が定め

る割合を当該競争の予定価格に乗じて得た額を下廻る入札価格であった場合 

２ 契約担当役は，前項に該当することとなったときは，直ちに入札価格について調査し

なければならない。 

３ 契約担当役は，予定価格が２億円を超える工事の請負契約について，申込に係る価格

の積算内訳の直接工事費，共通仮設費，現場管理費及び一般管理費等の額のいずれかが，

予定価格算出の基礎となった直接工事費，共通仮設費，現場管理費及び一般管理費等の

額に契約担当役が定める割合を乗じて得たいずれかの額に満たない場合，特に重点的な

調査（特別重点調査）を行うものとする。 

４ 前二項の調査については別に定める。 

５ 契約担当役は，第２項及び第３項の調査の結果，最低価格の入札者を落札者とするこ

とが不適当であると判断した場合には，予定価格の範囲内において，次順位者を落札者

とするものとする。 

 （落札者の決定） 

第２０条 契約担当役は，落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは，直

ちに当該入札者にくじを引かせて落札者を定めなければならない。 

２ 前項の場合において，当該入札者のうち，くじを引かない者があるときは，これに代

わって入札事務に関係のない職員に，くじを引かせることができる。 

 （再度公告入札の公告期間） 

第２１条 契約担当役は，入札者若しくは落札者がない場合又は落札者が契約を結ばない

場合において，さらに入札に付そうとするときは，第７条に規定する公告の期間を５日

までに短縮することができる。 

   第４章 指名競争契約 

 （指名競争に付すことができる場合） 

第２２条  契約担当役は，当該契約が次の各号の一に該当する場合は，指名競争契約に付

することができる。 

 (1) 契約の性質又は目的により競争に加わる者が少数で，一般競争に付する必要がない

とき。 

 (2) 関係業者が通謀して，一般競争の公正な執行を妨げることとなるおそれがあるとき。 

 (3) 特殊な構造の建築物等の工事若しくは製造又は特殊な品質の物件等の買入れであっ

て，検査が著しく困難であるとき。 



 (4) 契約上の義務違反があった場合に，本学の事業に著しく支障を来たすおそれがある

とき。 

 (5) 前各号に規定するもののほか，業務運営上特に必要があるとき。 

 （競争参加者の指名） 

第２３条 契約担当役は，指名競争に付するときは，第５条の資格を有する者のうちから，

第６条の基準により競争に参加する者を，なるべく１０人以上指名しなければならない。 

（一般競争に関する規定の準用） 

第２４条 前章の規定は，指名競争の場合に準用する。 

   第５章 随意契約 

 （随意契約に付すことができる場合） 

第２５条 契約担当役は，当該契約が次の各号の一に該当する場合は，随意契約に付する

ことができる。 

 (1) 契約の性質又は目的が競争を許さず，その理由が次に掲げる一に該当する場合 

  イ 本学の行為を秘密にする必要があるとき。 

  ロ 国，地方公共団体その他の公益法人等と契約するとき。 

  ハ 運送又は保管をさせるとき。 

  ニ 外国で契約するとき。 

  ホ 特定の販売業者以外では販売することができない物件を買い入れるとき。 

  ヘ その他特定の者以外では契約の目的を達成することができないとき。 

  ト 慈善のため設立した救済施設から直接に物件を買い入れ若しくは借り入れ又は慈   

善のため設立した救済施設から役務の提供を受けるとき。  

 (2) 天災地変その他非常事態の発生により，競争に付することができない場合 

 (3) 競争に付することが不利と認められ，その理由が次に掲げる一に該当する場合 

  イ 現に契約履行中の工事，製造又は物品の買入れに直接関連する契約を，現に履行

中の契約者以外の者に履行させることが不利であるとき。 

  ロ 随意契約にすると時価に比べて著しく有利な価格をもって契約することができる

見込みがあるとき。 

  ハ 買入れを必要とする物品が多量であって，分割して買入れなければ売り惜しみそ

の他の理由により価格を騰貴させるおそれがあるとき。 

  ニ 急速に契約しなければ，契約する機会を失い又は著しく不利な価格をもって契約

をしなければならないこととなるおそれがあるとき。 

 (4) 予定価格が次に掲げる基準額の範囲内である場合 

  イ 工事又は製造の請負契約で予定価格が５００万円を超えないとき。 

 ロ 上記以外の契約で予定価格が３００万円を超えないとき。 

 (5) 前各号に規定するもののほか業務運営上特に必要がある場合 

２ 契約担当役は，競争に付しても入札者がないとき又は再度の入札をしても落札者がな

いときは，随意契約によることができる。この場合においては，契約保証金及び履行期

限を除くほか，最初の競争に付するときに定めた，予定価格その他の条件を変更するこ

とができない。 

３ 契約担当役は，落札者が契約を結ばないときは，その落札金額の制限内で随意契約に



よることができる。この場合においては，履行期限を除くほか，最初の競争に付すると

きに定めた条件を変更することができない。 

 （随意契約による予定価格等） 

第２６条 契約担当役は，随意契約をしようとするときは，あらかじめ第１３条の規定に

準じて，予定価格を定めなければならない。ただし，次の各号の一に該当する場合は，

書面による予定価格の積算を省略することができる。 

 (1) 法令に基づいて取引価格又は料金が定められていること，その他特別の事由がある

ことにより，特定の取引価格又は料金によらなければ契約することが不可能又は著し

く困難であると認められるとき。 

 (2) 予定価格が３００万円を超えない契約をするとき。 

（見積書の徴取） 

第２７条 契約担当役は，随意契約によろうとするときは，なるべく二人以上の者から見

積書を徴取しなければならない。 

   第６章 随意契約の公表 

 （公表の対象とする随意契約） 

第２８条 公表の対象とする随意契約は，第２５条第１項の規定により締結された随意契 

約のうち，本学の支出の原因となる契約であって，契約金額が同条同項第４号に規定す

る基準額以上のもの（以下「公表対象契約」という。）とする。ただし，同条同項第１

号のイの規定に基づく随意契約及び国立大学法人小樽商科大学政府調達事務取扱規則第

１４条の規定に基づく随意契約は除く。 

 （公表の時期及び方法） 

第２９条 公表対象契約については，随意契約を締結した日の翌日から起算して６０日以 

内に本学のホームページに掲載する方法により公表するものとする。 

２ 公表期間は，随意契約を締結した日の翌日から起算して１年が経過する日までとする。 

（公表の内容） 

第３０条 前条の公表において，公表対象契約に関しては，次の各号に掲げる事項を記載 

するものとする。 

 (1) 随意契約に係る工事又は物品等の名称及び数量 

 (2) 随意契約を締結した日 

 (3) 随意契約の相手方の氏名及び住所 

 (4) 随意契約に係る契約金額 

 (5) 随意契約によることとした理由 

 (6) その他必要な事項 

   第７章 契約の締結 

 （契約書の作成） 

第３１条 契約担当役は，競争により落札者を決定したとき又は随意契約により契約の相

手方を決定したときは，次の各号に掲げる事項を記載した契約書を作成しなければなら

ない。ただし，契約の性質又は目的により該当のない事項は，除くものとする。 

 (1) 契約の目的 

 (2) 契約金額 



 (3) 履行期限 

 (4) 契約保証金 

 (5) 契約の履行場所 

 (6) 契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

 (7) 監督及び検査 

 (8) 履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息，違約金その他の損害金 

 (9) 危険負担 

 (10) 瑕疵担保責任 

 (11) 契約に関する紛争の解決方法 

 (12) その他必要な事項 

２ 前項の規定により契約書を作成する場合においては，契約担当役が契約の相手方とと

もに記名押印しなければ，当該契約は確定しないものとする。 

 （契約書の省略） 

第３２条 契約担当役は，前条の規定にかかわらず次の各号の一に該当する場合において

は，契約書の作成を省略することができる。 

 (1) 契約金額が３００万円を超えない契約をするとき。 

 (2) 競り売りに付するとき。 

 (3) 物件の売払いの場合において，買受人が代金を即納してその物件を引き取るとき。 

 (4) 前各号に掲げる場合のほか，随意契約による場合において，契約担当役が契約書を

作成する必要がないと認めるとき。 

（請書等の徴取） 

第３３条 契約担当役は，前条の規定により契約書の作成を省略する場合において，物品

の単価契約又は継続的な履行を求める役務契約等，契約の適正な履行を確保するため請

書，その他これに準ずる書面を徴するものとする。 

 （契約保証金及びそれに代わる担保） 

第３４条 契約担当役は，本学と契約を締結しようとする者から，契約金額（単価による

契約にあっては，契約単価に予定数量を乗じて得た金額）の１００分の１０以上の契約

保証金を納めさせなければならない。 

２ 契約保証金の納付に代えて担保を提供させる場合は，第１０条第２項の規定を準用す

る。 

３ 前項に規定する担保に加え，公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法

律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社の保証をもって，契約保証金の納

付に代えることができるものとする。 

 （契約保証金の免除） 

第３５条 契約担当役は，次の各号に掲げる場合においては，前条第１項の規定にかかわ

らず，契約保証金の全部又は一部を免除することができる。 

 (1) 契約の相手方が，保険会社との間に本学を被保険者とする履行保証保険契約を結ん

でいるとき。 

 (2) 契約の相手方から委託を受けた保険会社，銀行，農林中央金庫その他契約担当役が

指定する金融機関と工事履行保証契約を結んでいるとき。 



 (3) 第５条に規定する資格を有する者による一般競争若しくは指名競争に付した場合，

又は随意契約による場合において，その必要がないと認められるとき。 

（契約保証金の処理） 

第３６条 契約保証金（その納付に代えて提供された担保を含む。）は，契約履行後に返

還するものとする。 

２ 契約担当役は，前項の規定にかかわらず，これを納付した者が，その契約上の義務を

履行しないときは，本学に帰属させるものとし，その旨を公告等によりあらかじめ明ら

かにしておかなければならない。ただし，損害の賠償又は違約金について契約で別段の

定めをしたときは，その定めたところによるものとする。 

   第８章 契約の履行 

 （監督の方法） 

第３７条 契約担当役は，工事又は製造その他についての請負契約の適正な履行を確保す

るため必要な監督（以下「監督」という。）を，立会い，指示その他の適切な方法によ

って行うものとする。 

（検査の方法） 

第３８条 契約担当役は，工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件の買入れ

その他の契約についての給付の完了の確認（給付の完了前に代価の一部を支払う必要が

ある場合において行う工事若しくは製造その他についての請負契約に係る既済部分又は

物件の既納部分の確認を含む。）をするため必要な検査（以下「検査」という。）を，

契約書，仕様書，及び設計書その他の関係書類に基づいて行うものとする。 

 （監督及び検査の委託） 

第３９条 契約担当役は，特に専門的な知識又は技能を必要とする等の理由により，監督

又は検査を行うことが困難な場合には，本学の職員以外の者に委託して，監督又は検査

を行わせることができる。 

 （検査の時期） 

第４０条 第３８条の規定により検査を行う時期は，契約の相手方から給付完了の旨の通

知を受けた日から１４日以内の日とする。 

２ 契約担当役は，前項の検査において，その給付の内容の全部又は一部が契約に違反し，

又は不当であることを発見したときは，その是正又は改善を求めることができる。この

場合における検査は，契約の相手方から，是正若しくは改善した給付を完了した旨の通

知を受けた日から，前項に定める日までに行うものとする。 

 （検査調書の作成） 

第４１条 契約担当役又は検査を委託された者は，検査を完了した場合においては，検査

調書を作成しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，契約金額が３００万円を超えない契約に係るもの（給付の

完了前に代価の一部を支払う必要がある場合において行うものを除く。）の場合には，

検査調書の作成を省略することができる。ただし，検査を行った結果，その給付が当該

契約の内容に適合しないものであるときは，この限りではない。 

 （兼職の禁止） 

第４２条 監督の職務を行う者は，特別の必要がある場合を除き検査の職務を行う者と兼



ねることができない。 

   第９章 代価の収納及び支払 

 （代価の収納） 

第４３条 契約担当役は，物件を貸し付け，使用させ，譲渡し又は交換する場合に徴収す

べき代価がある場合は，その代価を前納させなければならない。ただし，官公署，特殊

法人，公益法人及び独立行政法人に貸付等をする場合は，その代価を後納又は分納させ

ることができる。 

 （代価の支払） 

第４４条 契約担当役は，契約の相手方から適正な請求書を受理した日の翌月末日までに

支払うことを約定しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，契約の性質上この期間内に代価を支払うことが不適当と認

められるときは，別に支払期間を約定することができる。 

   第１０章 雑則 

 （雑則） 

第４５条 この規則に定めのないものについては，別に定める。 

 

   附 則 

 この規則は，平成１６年６月１０日から施行し，平成１６年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この規則は，平成１７年３月３１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は，平成１８年９月１１日から施行する。 

      附 則  

 この規則は，平成１９年４月１日から施行する。 

      附 則  

 この規則は，平成２１年１月１日から施行する。 

      附 則  

 この規則は，平成２４年９月３日から施行する。 

      附 則  

 この規則は，平成２６年４月１日から施行する。 

附 則  

 この規則は，経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間の協定が効力を生ずる日か

ら施行する。 

 



国立大学法人小樽商科大学役務提供契約基準 

 

                                                                                                 

 （総則）  

第１ 発注者及び受注者は，契約書及びこの契約基準に基づき，仕様書（図面を含む。以下同じ。）に従い， 

 日本国の法令を遵守し，この契約（契約書及びこの契約基準並びに仕様書を内容とする役務提供の請負 

 契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。 

 ２ 受注者は，契約書記載の役務を契約書記載の履行期間内において請け負うものとし，発注者は，その 

 請負代金を支払うものとする。 

 ３ 役務の提供方法等請負を履行するために必要な一切の手段については，契約書及びこの契約基準並び 

 に仕様書に特別の定めがある場合を除き，受注者がその責任において定める。 

 ４ 受注者は，この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 ５ 契約書及びこの契約基準に定める請求，通知，報告，申出，承諾及び解除は，書面により行わなけれ 

 ばならない。 

 ６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は，日本語とする。 

 ７ 契約書及びこの契約基準に定める金銭の支払に用いる通貨は，日本円とする。 

 ８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は，仕様書に特別の定めがある場合 

 を除き，計量法（平成４年法律第 51 号）に定めるものとする。 

 ９ 契約書及びこの契約基準並びに仕様書における期間の定めについては，民法（明治 29年法律第 89号） 

 及び商法（明治 32 年法律第 48 号）の定めるところによるものとする。 

 10 この契約に係る訴訟については，日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所において行う 

 ものとする。 

  

 （役務の提供の調整）  

第２ 発注者は，受注者の提供する役務及び発注者の発注に係る第三者の提供する他の役務が密接に関連す 

 る場合において，必要があるときは，その役務の提供につき，調整を行うものとする。この場合におい 

 ては，受注者は，発注者の調整に従い，第三者が提供する役務の円滑な履行に協力しなければならない。  

 （経費内訳書等の提出）  

第３ 受注者は，この契約締結後 15日以内に，仕様書に基づいて，経費内訳書及び役務提供計画書を作成し， 

 発注者に提出しなければならない。ただし，発注者が，受注者に経費内訳書及び役務提供計画書の提出 

 を必要としない旨の通知をした場合は，この限りでない。 

 ２ 経費内訳書及び役務提供計画書は，発注者及び受注者を拘束するものではない。 

  

 （権利義務の譲渡等）  

第４ 受注者は，この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し，又は継承させてはならない。ただ 

 し，あらかじめ，発注者の承諾を得た場合は，この限りでない。 

  

 （一括委任又は一括下請負の禁止）  

第５ 受注者は，役務の全部又は一部を一括して第三者に委任し，又は請け負わせてはならない。ただし， 

 あらかじめ，発注者の承諾を得た場合は，この限りではない。 

  

 （下請負人の通知）  

第６ 発注者は，受注者に対して，下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知を請求することができ 

 る。 

  

 （監督職員）  

第７ 発注者は，必要がある場合は，監督職員を置き，役務を提供する場所へ派遣して役務の提供について 

 監督をさせることができる。 

 ２ 発注者は，前項の監督職員を置いたときは，その氏名を受注者に通知しなければならない。監督職員 

 を変更したときも同様とする。 



 ３ 監督職員は，この契約基準に定めるもの及びこの契約基準に基づく発注者の権限とされる事項のうち 

 発注者が必要と認めて監督職員に委任したもののほか，仕様書に定めるところにより，この契約の履行 

 についての受注者又はその指揮及び監督に服する者に対する指示，承諾又は協議及び役務の提供状況の 

 検査の権限を有する。 

 ４ 発注者は，監督職員に契約書及びこの契約基準に基づく発注者の権限の一部を委任したときにあって 

 は，当該委任した権限の内容を，受注者に通知しなければならない。 

 ５ 発注者が監督職員を置いたときは，契約書及びこの契約基準に定める請求，通知，報告，申出，承諾 

 及び解除については，仕様書に定めるものを除き，監督職員を経由して行うものとする。この場合にお 

 いては，監督職員に到達した日をもって発注者に到達したものとみなす。 

 ６ 発注者が監督職員を置かないときは，契約書及びこの契約基準に定める監督職員の権限は，発注者に 

 帰属する。 

  

 （履行報告）  

第８ 受注者は，仕様書の定めるところにより，この契約の履行について発注者に報告しなければならない。 

 

 （支給材料及び貸与品）  

第９ 発注者が受注者に支給する役務を履行するための材料（以下「支給材料」という。）及び貸与する機

械器具（施設を含む。以下「貸与品」という。）の品名，数量，品質，規格又は性能，引渡場所及び引

渡時期等については，仕様書に定めるところによる。 

 ２ 発注者又は監督職員は，支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては，受注者の立会いの上，発注者の 

 負担において，当該支給材料又は貸与品を検査しなければならない。この場合において，当該検査の結 

 果，その品名，数量，品質又は規格若しくは性能が仕様書の定めと異なり，又は使用に適当でないと認 

 めたときは，受注者は，その旨を直ちに発注者に通知しなければならない。 

 ３ 受注者は，支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは，引渡しの日から７日以内に，発注者に受領 

 書又は借用書を提出しなければならない。 

 ４ 受注者は，支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後，当該支給材料又は貸与品に第２項の検査により 

 発見することが困難であった隠れた瑕疵があり使用に適当でないと認めたときは，その旨を直ちに発注 

 者に通知しなければならない。 

 ５ 発注者は，受注者から第２項後段又は前項の規定による通知を受けた場合において，必要があると認 

 められるときは，当該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支給材料若しくは貸与品を引き渡し，支給 

 材料若しくは貸与品の品名，数量，品質，規格若しくは性能を変更し，又は理由を明示した書面により 

 当該支給材料若しくは貸与品の使用を受注者に請求しなければならない。 

 ６ 発注者は，前項に規定するほか，必要があると認めるときは，支給材料又は貸与品の品名，数量，品 

 質，規格若しくは性能，引渡場所又は引渡時期を変更することができる。 

 ７ 発注者は，前２項の場合において，必要があると認められるときは役務履行期間若しくは請負代金額 

 を変更し，又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 ８ 受注者は，支給材料及び貸与品を善良なる管理者の注意義務をもって管理しなければならない。 

 ９ 受注者は，仕様書に定めるところにより，役務の完了，仕様書の変更等によって不用となった支給材 

 料又は貸与品を発注者に返還しなければならない。 

 10 受注者は，故意又は過失により支給材料及び貸与品が滅失若しくは毀損し，又はその返還が不可能と 

 なったときは，発注者の指定した期間内に代品を納め，若しくは原状に復して返還し，又は返還に代え 

 て損害を賠償しなければならない。 

 11 受注者は，支給材料又は貸与品の使用方法が仕様書に明示されていないときは，発注者の指示に従わ 

 なければならない。 

  

 （仕様書の変更）  

第 10 発注者は，必要があると認めるときは，仕様書の変更内容を受注者に通知して，仕様書を変更するこ 

 とができる。この場合において，発注者は，必要があると認められるときは役務履行期間若しくは請負 

 代金額を変更し，又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

  



 （役務の中止）  

第 11 発注者は，必要があると認めるときは，役務の中止内容を受注者に通知して，役務の全部又は一部の 

 提供を一時中止させることができる。 

 ２ 発注者は，前項の規定により役務の提供を一時中止させた場合において，必要があると認められると 

 きは，役務履行期間若しくは請負代金額を変更し，又は受注者が役務の提供の一時中止に伴う増加費用 

 を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは，必要な費用を負担しなければならない。 

  

 （受注者の請求による履行期間の延長）  

第 12 受注者は，天候の不良，第２の規定に基づく関連役務の調整への協力その他受注者の責めに帰すこと 

 ができない事由により履行期間までに役務を完了することができないときは，その理由を明示した書面 

 により発注者に履行期間の延長変更を請求することができる。 

  

 （発注者の請求による履行期間の短縮等）  

第 13 発注者は，特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは，履行期間の短縮変更を受注者に 

 請求することができる。 

 ２ 発注者は，契約書及びこの契約基準の他の条項の規定により役務履行期間を延長すべき場合において， 

 特別の理由があるときは，通常必要とされる役務履行期間に満たない役務履行期間への変更を請求する 

 ことができる。 

 ３ 発注者は，前２項の場合において，必要があると認められるときは請負代金額を変更し，又は受注者 

 に損害を及ぼしたときは，必要な費用を負担しなければならない。 

  

 （履行期間の変更方法）  

第 14 履行期間の変更については，発注者と受注者との間において協議して定める。ただし，協議開始の日 

 から 14 日以内に協議が整わない場合には，発注者が定め，受注者に通知する。 

 ２ 前項の協議開始の日については，発注者が受注者の意見を聴いて定め，受注者に通知するものとする。 

 ただし，発注者が履行期間の変更事由が生じた日（第 12の場合にあっては，発注者が履行期間変更の請 

 求を受けた日，第 13第１項及び第２項の場合にあっては，受注者が履行期間変更の請求を受けた日）か 

 ら７日以内に協議開始の日を通知しない場合には，受注者は，協議開始の日を定め，発注者に通知する 

 ことができる。 

  

 （請負代金額の変更方法等）  

第 15 請負代金額の変更については，発注者と受注者との間において協議をして定める。ただし，協議開始 

 の日から 14 日以内に協議が整わない場合には，発注者が定め，受注者に通知する。 

 ２ 前項の協議開始の日については，発注者が受注者の意見を聴いて定め，受注者に通知するものとする。 

 ただし，請負代金額の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には，受注者 

 は，協議開始の日を定め，発注者に通知することができる。 

 ３ 契約書及びこの契約基準の規定により，受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に 

 発注者が負担する必要な費用の額については，発注者と受注者との間において協議をして定める。 

 

 （作業員の管理） 

第 16 受注者は，役務を履行する者（以下「作業員」という。）の身分，衛生，風紀及び規律の維持に一切

の責任を負うものとし，役務を履行する上で発注者が適当でないと認めた作業員は，役務の提供を行わ

せないものとする。 

 

 （契約履行に伴う損害の賠償） 

第 17 作業員が役務の提供において，建物，器物等に損害を与えたときは，受注者は発注者の指定する期間 

 内にその代償を補償し若しくは原形に復し又は損害を賠償しなければならない。ただし，発注者がやむ 

 を得ないと認めたときはこの限りでない。 

 ２ 役務の提供に当たり第三者に損害を及ぼしたときは，受注者がその損害を賠償しなければならない。 

 ただし，その損害のうち発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては，発注者が負担する。 



 （検査） 

第 18 受注者は，役務が完了したときは，その旨を直ちに完了報告書により発注者に通知しなければならな 

 い。 

 ２ 発注者又は発注者が検査を行う者として定めた職員（以下「検査職員」という。）は，前項の規定に

よる通知を受けたときは，直ちに仕様書に定めるところにより，役務の完了を確認するための検査を完

了し，当該検査の結果を受注者に通知しなければならない。 

 ３ 前項の場合において，検査に直接要する費用は，受注者の負担とする。 

 ４ 受注者は，第２項の検査に合格しないときは，発注者の指示により，改めて仕様書に定める役務を提 

 供し，検査職員の検査を受けなければならない。 

 

 （請負代金の支払） 

第 19 受注者は，第 18 第２項又は第４項の検査に合格したときは，請負代金の支払を請求することができ

る。 

 ２ 発注者は，前項の規定による請求があったときは，適正な請求書の提出を受けたものについては，請 

 求を受けた日の翌月末までに請負代金を支払うものとする。 

 

 （部分払） 

第 20 受注者は，役務の履行期間中に，性質上可分の完了部分については当該完了部分に相応する請負代金 

 相当額の全額について，次項以下に定めるところにより部分払を請求することができる。 

 ２ 受注者は，部分払を請求しようとするときは，あらかじめ，当該請求に係る完了部分の確認を発注者 

 に請求しなければならない。 

 ３ 発注者は，前項の場合において，当該請求を受けた日から直ちに仕様書に定めるところにより，前項 

 の確認をするための検査を行い，当該確認の結果を受注者に通知しなければならない。 

 ４ 受注者は，前項の規定による確認があったときは，請求書により部分払を請求することができる。こ 

 の場合においては，発注者は，当該請求を受けた日の翌月末までに部分払金を支払うものとする。 

 ５ 部分払金の額は，性質上可分の完了部分については第３項に規定する検査において確認した完了部分 

 に相応する請負代金相当額の全額とする。 

 ６ 第４項の規定により部分払金の支払があった後，再度部分払の請求をする場合においては，第１項及 

 び前項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部分払の対象となった請負代金相当 

 額を控除した額」とするものとする。 

 

 （履行遅滞の場合における損害金等） 

第 21 受注者の責めに帰すべき事由により履行期間内に役務を完了することができない場合においては，発 

 注者は，損害金の支払を受注者に請求することができる。 

 ２ 前項の損害金の額は，請負代金額から完了部分に相応する請負代金額を控除した額につき，遅延日数 

 に応じ，年５パーセントの割合で計算した額とする。 

 ３ 発注者の責めに帰すべき事由により，第 19 第２項の規定による請負代金の支払が遅れた場合において 

 は，受注者は，未受領金額につき，遅延日数に応じ，年５パーセントの割合で計算した額の遅延利息の 

 支払を発注者に請求することができる。 

 

 （契約保証金） 

第 22 受注者は，契約保証金を納付した契約において，請負代金額の増額の変更をした場合は，増加後にお 

 ける総請負代金額に対する所要の契約保証金額と既納の契約保証金額との差額に相当するものを追加契 

 約保証金として，発注者の指示に従い，直ちに納付しなければならない。 

 ２ 受注者が契約事項を履行しなかった場合において，契約保証金を納付しているときは，当該契約保証 

 金は，国立大学法人小樽商科大学に帰属するものとする。 

 

 （発注者の契約解除権） 

第 23 発注者は，受注者が次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。 

 (1) 正当な理由なく，役務に着手すべき期日を過ぎても役務に着手しないとき。 



 (2) その責めに帰すべき事由により履行期間内に役務を完了する見込みが明らかにないと認められると 

 き。 

 (3) 前２号に掲げる場合のほか，この契約に違反し，その違反によりこの契約の目的を達することができ 

 ないと認められるとき。 

 (4) 第 25第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

 (5) 受注者が次のいずれかに該当するとき。 

  イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を，受注者が法人である場合にはその役員又はその支店

若しくは常時契約を締結する事務所の代表をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

  ロ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力

団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

  ハ 役員等が自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもっ

て，暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

  ニ 役員等が，暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し，又は便宜を供給するなど直接的あるいは積

極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与していると認められるとき。 

  ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

  へ 下請契約等の契約に当たり，その相手方がイからホまでのいずれかに該当することを知りながら，当

該者と契約を締結したと認められるとき。 

  ト 受注者が，イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約等の契約の相手方としていた場合（ヘに

該当する場合を除く。）に，発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め，受注者がこれに従わな

かったとき。 

 ２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては，受注者は，請負代金額の 10分の１に相当す 

 る額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

 ３ 前項の場合において，契約保証金の納付が行われているときは，発注者は，当該契約保証金をもって 

 違約金に充当することができる。 

 

第 24 発注者は，役務が完了するまでの間は，第 23第１項の規定によるほか，必要があるときは，この契

約を解除することができる。 

 ２ 発注者は，前項の規定によりこの契約を解除したときは，役務の完了部分を検査の上，当該検査に合 

 格した部分に相応する請負代金を受注者に支払わなければならない。 

 ３ 発注者は，第１項の規定によりこの契約を解除したことによって受注者に損害を及ぼしたときは，そ 

 の損害を賠償しなければならない。 

 

 （受注者の契約解除権） 

第 25 受注者は，次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。 

 (1) 発注者がこの契約に違反し，その違反により役務を完了することが不可能となったとき。 

 (2) 天災その他避けることのできない理由により，役務を完了することが不可能又は著しく困難となった 

 とき。 

 ２ 第 24 第２項及び第３項の規定は，前項の規定によりこの契約が解除された場合に準用する。 

 

 （不正行為に伴う契約解除） 

第 26 発注者は，この契約に関して，次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することがで 

 きる。この場合において，受注者は，解除により生じた損害の賠償を請求することができない。 

 (1) 受注者が，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54号。以下「独占 

  禁止法」という。）第３条又は第 19 条の規定に違反し，又は受注者が構成員である事業者団体が同法第 

  ８条第１号の規定に違反したことにより公正取引委員会が受注者又は受注者が構成する事業者団体に対 

  して，同法第 49 条に規定する排除措置命令又は同法第 62条第１項に規定する納付命令を行い，当該命令

が確定したとき。 

 (2) 公正取引委員会が，受注者に対して独占禁止法第７条の２第 18項又は第 21項の規定による課徴金の 



  納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

 (3) 受注者（受注者が法人の場合にあっては，その役員又は使用人）が刑法（明治 40年法律第 45号）第

96条の６又は独占禁止法第 89条第１項若しくは第 95条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

 

 （契約解除に伴う措置） 

第 27 発注者は，この契約が解除された場合においては，役務の完了部分を検査の上，当該検査に合格した 

 部分の履行の通知を受けることができるものとし，当該通知を受けたときは，当該通知を受けた役務の 

 完了部分に相応する請負代金額を受注者に支払わなければならない。 

 ２ 受注者は，この契約が解除された場合において，支給材料があるときは，第１項の完了部分の検査に 

 合格した部分に使用したものを除き，発注者に返還しなければならない。この場合において，当該支給 

 材料が受注者の故意若しくは過失により滅失若しくは毀損したとき，又は完了部分の検査に合格しなか 

 った部分に使用されているときは，代品を納め，若しくは原状に復して返還し，又は返還に代えてその 

 損害を賠償しなければならない。 

 ３ 受注者は，この契約が解除された場合において，貸与品があるときは，当該貸与品を発注者に返還し 

 なければならない。この場合において，当該貸与品が受注者の故意又は過失により滅失又は毀損したと 

 きは，代品を納め，若しくは原状に復して返還し，又は返還に代えてその損害を賠償しなければならな 

 い。 

 ４ 第２項前段及び第３項前段に規定する受注者の取るべき措置の期限，方法等については，この契約の 

解除が第 23 の規定によるときは発注者が定め，第 24又は第 25の規定によるときは，受注者が発注者

の意見を聴いて定めるものとし，第２項後段及び第３項後段に規定する受注者の取るべき措置の期限，

方法等については，発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 

 

 （不正行為に伴う賠償金） 

第 28 受注者は，第 26 各号のいずれかに該当するときは，発注者がこの契約を解除するか否かを問わず，

賠償金として請負代金額の 10分の１に相当する額を発注者の指定する期間内に支払わなければならな

い。ただし，第 26第１号に掲げる場合において，審決の対象となる行為が，独占禁止法第２条第９項

に基づく不公正な取引方法（昭和 57年公正取引委員会告示第 15 号）第６項に規定する不当廉売である

とき，その他発注者が特に認めるときは，この限りでない。 

 ２ 発注者は，実際に生じた損害の額が前項の請負代金額の 10分の１に相当する額を超えるときは，請負 

 者に対して，その超える額についても賠償金として請求することができる。 

 ３ 前２項の規定は，第 18の規定による役務の完了を確認をした後においても適用があるものとする。 

 

 （賠償金等の徴収） 

第 29 受注者が，この契約に基づく賠償金，損害金又は違約金を発注者の指定する期間内に支払わないとき 

 は，発注者は，その支払わない額に発注者の指定する期間を経過した日から請負代金額支払の日まで年 

 ５パーセントの割合で計算した利息を付した額と，発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し，なお不 

 足があるときは追徴する。 

 ２ 前項の追徴をする場合には，発注者は，受注者から遅延日数につき年５パーセントの割合で計算した 

 額の延滞金を徴収する。 

 

 （補則） 

第 30 この契約基準に定めのない事項は，必要に応じて発注者と受注者との間において協議して定める。 

 

  附 則 

この基準は，平成 18 年 9 月 11 日から実施する。 

  附 則 

この基準は，平成 24 年 9 月 3 日から実施する。 

  附 則 

１ この基準は，平成 28 年 9 月 7 日から実施する。 

２ この基準の実施日前に締結した契約については，なお従前の例による。 



国立大学法人小樽商科大学の契約に係る取引停止等の措置要項

（平成１８年１０月２０日制定）

（目的）

第１条 この要項は，国立大学法人小樽商科大学（以下「本学」という ）が行う建設工事。

（ 。） ， ，測量業務並びに建設工事に関する設計及び調査の委託業務を含む 並びに売買 貸借

請負その他の契約（以下「契約」という ）に関し，取引停止その他の措置を講ずる必要。

が生じた場合の取扱いについて定めるものとする。

（定義）

第２条 この要項において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。

(1) 業者 文部科学省が定める建設工事の一般競争参加資格者名簿に登載された者，国

立大学法人小樽商科大学の物品の製造等に係る競争参加資格審査事務取扱細則（平成1

7年３月31日制定）第６条第１項に規定する者及びその他の者をいう。

(2) 取引停止 一般競争契約における競争参加の停止，指名競争契約における指名停止

及び随意契約における業者選定の停止をいう。

(3) 契約担当役 国立大学法人小樽商科大学会計規程（平成16年４月１日制定）第５条

第１項第１号に規定する契約担当役をいう。

（取引停止）

第３条 契約担当役は，業者が別表第１及び別表第２の各号（以下「別表各号」という ）。

に掲げる措置要件のいずれかに該当するときは，情状に応じて別表各号及びこの要項に

定めるところにより期間を定め，当該業者について取引停止を行うものとする。

２ 取引停止の対象とする事案は，次のいずれかに該当する事案とする。

(1) 本学が発注する契約に係る業者が別表各号の措置要件に該当することとなる場合

(2) 本学が発注する契約の相手方となる可能性を有する業者が別表各号の措置要件に該

当することとなる場合

(3) 前２号のほか，契約担当役が特に必要と認める場合

３ 別表各号の措置要件に該当する事案で，当該措置要件ごとに規定する期間の長期を経

過した後に知り得たときは，取引停止措置は講じないものとする。

（下請負人に関する取引停止）

， ，第４条 契約担当役は 前条第１項及び第２項の規定により取引停止を行う場合において

当該取引停止について責を負うべき下請負人があることが明らかになったときは，当該

下請負人について，当該取引停止をされる業者の取引停止の期間の範囲内で情状に応じ

て期間を定め，取引停止を併せて行うものとする。

（共同企業体に関する取引停止）

第５条 契約担当役は，第３条第１項及び第２項の規定により共同企業体について取引停

止を行うときは，当該共同企業体の構成員（明らかに当該取引停止について責を負わな

いと認められる者を除く ）について，当該共同企業体の取引停止の期間の範囲内で情状。



に応じて期間を定め，取引停止を併せて行うものとする。

２ 契約担当役は，第３条第１項及び第２項又は前条若しくは前項の規定による取引停止

に係る業者を構成員に含む共同企業体について，当該取引停止の期間の範囲内で情状に

応じて期間を定め，取引停止を行うものとする。

（取引停止の期間の特例）

第６条 業者が１の事案により別表各号の措置要件の２以上に該当したときは，当該措置

要件ごとに規定する期間の短期及び長期の最も長いものをもってそれぞれ取引停止の期

間の短期及び長期とする。

２ 業者が次の各号のいずれかに該当することとなった場合における取引停止の期間の短

期は，それぞれ別表各号に定める短期の２倍（当初の取引停止の期間が１ヶ月に満たな

いときは，1.5倍）の期間とする。

(1) 別表各号の措置要件に係る取引停止の期間の満了後１年を経過するまでの間（取引

。） ， 。停止の期間中を含む に それぞれ別表各号の措置要件に該当することとなったとき

(2) 別表第２第１号から第２号まで又は第３号から第６号までの措置要件に係る取引停

止の期間の満了後３年を経過するまでの間に，それぞれ同表第１号から第２号まで又

は第３号から第６号までの措置要件に該当することとなったとき （前号に掲げる場合。

を除く ）。

３ 契約担当役は，業者について，情状酌量すべき特別の事由があるため，別表各号及び

前２項の規定による取引停止の期間の短期未満の期間を定める必要があるときは，取引

停止の期間を当該短期の２分の１の期間まで短縮することができるものとする。

４ 契約担当役は，業者について，極めて悪質な事由があるため又は極めて重大な結果を

生じさせたため，別表各号及び第１項の規定による長期を超える取引停止の期間を定め

る必要があるときは，取引停止の期間を当該長期の２倍（当該長期の２倍が24月を超え

る場合は24月）まで延長することができるものとする。

５ 契約担当役は，取引停止の期間中の業者について，情状酌量すべき特別の事由又は極

めて悪質な事由が明らかとなったときは，別表各号及び前各項に定める期間の範囲内で

取引停止の期間を変更することができるものとする。

６ 契約担当役は，取引停止の期間中の業者が，当該事案について責を負わないことが明

らかとなったと認めたときは，当該業者について取引停止を解除するものとする。

７ 契約担当役は，取引停止の期間中の業者であっても，当該業者からでなければ給付を

受けることができない等の特別な事情があると認められる場合は，当該事案に限り取引

の相手方とすることができるものとする。

（独占禁止法違反等の不正行為に対する取引停止の期間の特例）

第７条 契約担当役は，第３条第１項の規定により情状に応じて別表各号に定めるところ

により取引停止を行う際に 業者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律 昭， （

和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という ）違反等の不正行為により次の各号の１。

（ 。）に該当することとなった場合 第６条第２項の規定に該当することとなった場合を除く

には，それぞれ当該各号に定める期間を取引停止の期間の短期とする。

(1) 談合情報を得た場合，又は本学の役員又は職員（以下この条中において「役職員」

という ）が談合があると疑うに足りる事実を得た場合で，業者が，当該談合を行って。



， ， ，いないとの誓約書を提出したにもかかわらず 当該事案について 別表第２第３号イ

第４号又は第６号に該当したとき

それぞれ当該各号に定める短期の２倍の期間

(2) 別表第２第３号から第６号までに該当する業者（その役員又は使用人を含む ）につ。

いて，独占禁止法違反に係る確定判決若しくは確定した排除措置命令若しくは課徴金

納付命令若しくは審決又は競売入札妨害（刑法（明治40年法律第45号）第96条の３第

１項に規定する罪をいう。以下同じ ）若しくは談合（刑法第96条の３第２項に規定す。

る罪をいう。以下同じ ）に係る確定判決において，当該独占禁止法違反又は競売入札。

妨害若しくは談合の首謀者であることが明らかになったとき （前号に掲げる場合を除。

く ）。

それぞれ当該各号に定める短期の２倍の期間

(3) 別表第２第３号又は第６号に該当する業者について，独占禁止法第７条の２第６項

の規定の適用があったとき （前２号に掲げる場合を除く ）。 。

それぞれ当該各号に定める短期の２倍の期間

(4) 入札談合等関与行為の排除及び防止に関する法律（平成14年法律第101号）第３条第

４項に基づく各省各庁の長等による調査の結果，入札談合等関与行為があり，又はあ

ったことが明らかとなったときで，当該関与行為に関し，別表第２第３号又は第６号

に該当する業者に悪質な事由があるとき （第１号から前号までの規定に該当すること。

となった場合を除く ）。

それぞれ当該各号に定める短期に１ヶ月加算した期間

(5) 役職員又は他の公共機関の職員が，競売入札妨害又は談合の容疑により逮捕され，

又は逮捕を経ないで公訴されたときで，当該役職員又は他の公共機関の職員の容疑に

関し，別表第２第４号から第６号までに該当する業者に悪質な事由があるとき （第１。

号又は第２号の規定に該当することとなった場合を除く ）。

それぞれ当該各号に定める短期に１ヶ月加算した期間

（取引停止の通知）

第８条 契約担当役は，第３条第１項及び第２項又は第４条若しくは第５条各項の規定に

より取引停止を行い，第６条第５項の規定により取引停止の期間を変更し，又は同条第

６項の規定により取引停止を解除したときは，当該業者に対し遅滞なくそれぞれ別紙様

式第１号，第２号又は第３号により通知するものとする。

（指名等の取消し）

第９条 契約担当役は，取引停止された業者について，現に競争入札の指名を行い，又は

見積書の提出を依頼している場合は，当該指名等を取り消すものとする。

（下請等の禁止）

第10条 契約担当役は，取引停止の期間中の業者が本学の契約に係る全部若しくは一部を

下請けし，若しくは受託し，又は工事契約の完成保証人となることを認めないものとす

る。ただし，当該業者が取引停止の期間の開始前に下請し，又は工事契約の完成保証人

となっている場合は，この限りではないものとする。

（取引停止に至らない事由に関する措置）

第11条 契約担当役は，取引停止を行わない場合において必要があると認めるときは，当



該業者に対し，書面又は口頭で警告又は注意の喚起を行うことができるものとする。

（雑則）

第12条 この要項に定めるもののほか，取引停止に関し必要な事項は別に定める。

附 則

この要項は，平成１８年１０月２０日から施行する。



別表第１

事故等に基づく措置基準

措 置 要 件 取引停止期間

（虚偽記載）

１ 本学発注の契約に係る一般競争，指名競争又は随意 当該認定をした日から１月以

契約において，必要として求めた調査資料に虚偽の記 上６月以内

載をし，契約の相手方として不適当であると認められ

るとき。

（過失による粗雑な契約の履行）

２ 本学発注の契約の履行に当たり，過失により履行を 当該認定をした日から１月以

粗雑にしたと認められるとき （かしが軽微であると 上６月以内。

認められるときを除く ）。

３ 他の公共機関における契約の履行に当たり，過失に 当該認定をした日から１月以

より履行を粗雑にした場合において，かしが重大であ 上３月以内

ると認められるとき。

（安全管理措置の不適切により生じた公衆損害事故）

４ 本学発注の契約の履行に当たり，安全管理の措置が 当該認定をした日から１月以

不適切であったため，公衆に死亡者若しくは負傷者を 上６月以内

生じさせ，又は損害（軽微なものを除く ）を与えた。

と認められるとき。

５ 他の公共機関における契約の履行に当たり，安全管 当該認定をした日から１月以

理の措置が不適切であったため，公衆に死亡者若しく 上３月以内

， ，は負傷者を生じさせ 又は損害を与えた場合において

当該事故が重大であると認められるとき。

（安全管理措置の不適切により生じた履行関係者事故）

６ 本学発注の契約の履行に当たり，安全管理の措置が 当該認定をした日から２週間

不適切であったため，履行関係者に死亡者若しくは負 以上４月以内

傷者を生じさせたと認められるとき。

７ 他の公共機関における契約の履行に当たり，安全管 当該認定をした日から２週間

理の措置が不適切であったため，履行関係者に死亡者 以上２月以内

若しくは負傷者を生じさせた場合において，当該事故



が重大であると認められるとき。

（契約違反）

８ 第２号に掲げる場合のほか，本学発注の契約の履行 当該認定をした日から２週間

に当たり，契約に違反し，契約の相手方として不適切 以上４月以内

であると認められるとき。

（落札決定後の契約辞退）

９ 本学発注の契約に係る一般競争契約，指名競争契約 当該認定をした日から１月以

において，落札の決定後に契約締結を辞退したとき。 上９月以内



別表第２

贈賄等不正行為に基づく措置基準

措 置 要 件 取引停止期間

（贈賄）

１ 次のイ，ロ又はハに掲げる者が本学の役員又は職員 逮捕又は公訴を知った日から

に対して行った贈賄の容疑により逮捕され，又は逮捕

を経ないで公訴を提起されたとき。

イ 業者である個人又は業者である法人の代表権を ４月以上12月以内

有する役員（代表権を有すると認めるべき肩書き

。 「 」 。）を付した役員を含む 以下 代表役員等 という

ロ 業者の役員（執行役員を含む ）又はその支店 ３月以上９月以内。

若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をい

う ）を代表する者で，イに掲げる者以外の者（以。

下「一般役員等」という ）。

ハ 業者の使用人でロに掲げる者以外の者 以下 使 ２月以上６月以内（ 「

用人」という ）。

２ 次のイ，ロ又はハに掲げる者が他の公共機関の職員 逮捕又は公訴を知った日から

に対して行った贈賄の容疑により逮捕され，又は逮捕

を経ないで公訴を提起され，契約の相手方として不適

当であると認められるとき。

イ 代表役員等 ３月以上９月以内

ロ 一般役員等 ２月以上６月以内

ハ 使用人 １月以上３月以内

（独占禁止法違反行為）

３ 次のイ又はロに掲げる契約に関し，私的独占の禁止 当該認定をした日から

及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54

号。以下「独占禁止法」という ）第３条又は第８条。

第１項第１号に違反し，契約の相手方として不適当で

。（ 。）あると認められるとき 第６号に掲げる場合を除く

イ 本学発注の契約 ３月以上９月以内

ロ 他の公共機関発注の契約 ２月以上９月以内

（競売入札妨害又は談合）

４ 本学発注の契約に関し，次のイ又はロに掲げる者が 逮捕又は公訴を知った日から

競売入札妨害又は談合の容疑により逮捕され，又は逮



捕を経ないで公訴を提起されたとき （第６号に掲げ。

る場合を除く ）。

イ 代表役員等 ４月以上１２月以内

ロ 一般役員等又は使用人 ３月以上１２月以内

５ 他の公共機関の契約に関し，次のイ又はロに掲げる 逮捕又は公訴を知った日から

者が競売入札妨害又は談合の容疑により逮捕され，又

は逮捕を経ないで公訴を提起されたとき （第６号に。

掲げる場合を除く ）。

イ 代表役員等 ３月以上１２月以内

ロ 一般役員等又は使用人 ２月以上１２月以内

（重大な独占禁止法違反行為等）

６ 本学又は文部科学省関係機関の契約に関し，次のイ 刑事告発，逮捕又は公訴を知

又はロに掲げる場合に該当することとなったとき （当 った日から６月以上２４月以。

該契約に政府調達に関する協定（平成７年１２月８日 内

条約第２３号）の適用を受ける者が含まれる場合に限

る ）。

イ 独占禁止法第３条又は第８条第１項第１号に違

反し，刑事告発を受けたとき （代表役員等又は。

一般役員等若しくは使用人が刑事告発を受け，又

は逮捕された場合を含む ）。

ロ 代表役員等又は一般役員等若しくは使用人が競

売入札妨害又は談合の容疑により逮捕され，若し

くは逮捕を経ないで公訴を提起されたとき。

（建設業法違反行為）

７ 次のイ又はロに掲げる契約に関し，業者が建設業法 当該認定をした日から

（昭和２４年法律第１００号）の規定に違反し，工事

の請負契約の相手方として不適当であると認められる

とき。

イ 本学発注の契約 ２月以上９月以内

ロ 他の公共機関発注の契約 １月以上９月以内

（不正又は不誠実な行為）

８ 別表第１及び前各号に掲げる場合のほか，業務に関 当該認定をした日から１月以

し不正又は不誠実な行為をし，契約の相手方として不 上９月以内

適当であると認められるとき。

（その他）



９ 別表第１及び前各号に掲げる場合のほか，代表役員 当該認定をした日から１月以

等が禁固以上の刑に当たる犯罪の容疑により公訴を提 上９月以内

起され，又は禁固以上の刑若しくは刑法の規定による

罰金刑を宣告され，契約の相手方として不適当である

と認められるとき。


	20190726jimupc
	1.入札公告
	2.入札説明書
	3-1.賃貸借契約書（2者契約）
	3-3.内訳書
	3-2.賃貸借契約書（3者契約）
	3-3.内訳書
	4-1.事務用PC仕様書
	4-2.別紙1_事務用PC管理台帳
	5.入札書、委任状
	6.開札不参加届
	7.誓約書、アフターメンテ体制（例）
	8.入札者心得書
	9-1.契約事務取扱規則（20190201）
	9-2. 役務提供契約基準（20160907）
	9-3.取引停止措置要項
	9-4.取引停止措置要項（別表第１，別表第２）

	1.入札公告



